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第Ⅰ章 緒言 

1 タバココナジラミ 

九州地域は果菜類の生産量が多く，多数の産地が形成されている。

特に，冬春作のトマト，ナス，ピーマン等は，温暖な気候を活かした

施設栽培が行われており，その生産量は全国の約 4 割を占めている

（農林水産省平成 26 年産野菜生産出荷統計，

http://www.e-stat.go.jp /SG1/estat/List.do?lid=000001141603）。

これらの果菜類の生産において，タバココナジラミ Bemisia tabaci 

(Gennadius)（カメムシ目：コナジラミ科）（図Ⅰ(A)）は重要害虫とし

て広く知られている。本種は，熱帯，亜熱帯および温帯地域の世界各

地に広く生息し，600 種以上を寄主植物とする（Oliveira et al.，2001）。

また，形態的に差がないものの，寄主範囲や寄主適合性などに違いが

あることも報告されてきた（Mound，1963；Costa and Russell，1975；

Bird and Maramorosch，1978）。これらの研究から，本種はいくつかの

バイオタイプの複合であると考えられるようになり（Costa and Brown，

1991；Bedford et al.，1994），地理的に隔離された 24 以上のバイオ

タイプからなると報告された（Perring，2001；Boykin et al.，2007）。

これまで我が国で確認されたバイオタイプとしては，西日本のスイカ

ズラやサツマイモ等に生息する在来系統であるバイオタイプ JpL（以

下，JpL）（宮武，1980；Ueda et al.，2009），沖縄などの琉球諸島で

の在来系統であるバイオタイプ Nauru（Ueda et al.，2009；貴島ら，

2011a,b），海外から侵入したバイオタイプ B（以下，B）（大戸，1990；

松井，1993）およびバイオタイプ Q（以下，Q）（Ueda and Brown，2006）

の主に 4 種類であり，他に genetic group China に属する個体群もわ

ずかに確認されている（Ueda et al.，2009）。 
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九州地域では従来から在来の JpL が生息しているが（宮武，1980；

Ueda et al.，2009），本バイオタイプは農作物で多発生することが少

なく，農業生産上の重要害虫ではなかった（本多，2008a）。その後，

1989 年頃に国内で発生が確認された B は，急速に分布域を拡大して九

州地域でも発生し，JpL とは異なり果菜類や花き類などを加害した（大

戸，1990；松井，1993，1995）。果菜類における B の被害は，吸汁に

よる寄主植物の草勢低下やすす病，またはカボチャ白化症（Yokomi et 

al.，1990）やトマトの着色異常果（Schuster et al.，1990；松井，

1992）といった着色異常症の発生および Begomovirus 属を主とする各

種植物病原性ウイルスを媒介（Brown and Bird，1992；Brown，2000）

することである。さらに，2004 年に熊本および鹿児島県において，国

内で未記録であった Q が確認された（Ueda and Brown，2006）。Q は，

イベリア半島原産であり（Guirao et al.，1997），スペイン，イタリ

ア，イスラエル（Brown et al.，2000；Palumbo et al.，2001；Nauen 

et al.，2002；Horowitz et al.，2003），中国（Zhang et al.，2005）

および韓国（Lee et al.，2005）に分布している。Q は B に比べて寄

主範囲が同等かそれ以上に広く（飯田ら，2009；Iida et al.，2009），

さらに海外ではネオニコチノイド剤やピリプロキシフェンに対して抵

抗性が発達した個体群が報告されるなど（Nauen et al.，2002；Horowitz 

et al.，2003），低い薬剤感受性が特徴であった。このようにタバココ

ナジラミは，バイオタイプにより生物的特徴が異なるため，本害虫の

防除においてその特徴を把握することは重要である。 
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2 タバココナジラミが媒介するウイルス  

タバココナジラミの被害は，1）吸汁による寄主植物の草勢低下やす

す病の発生，2）着色異常症の発生，3）Tomato yellow leaf curl virus

（TYLCV）などの病原ウイルスを媒介することである（ Oliveira et al., 

2001；Perring, 2001；本多，2008a）。また，その被害は，直接的な吸

汁害よりも病原ウイルスを媒介することによる間接的な被害が大きく

なりやすい（本多，2008a）。タバココナジラミは，Begomovirus 属や

Crinivirus 属などの病原ウイルスを媒介し，感染植物に被害を与える。 

西南暖地の中山間地域のトマト栽培においては， Tabacco leaf curl 

Japan virus（TbLCJV）など土着ベゴモウイルスによる病害発生が低頻

度ながら継続している（大貫ら， 2009）。また，国内未記録であった

Crinivirus 属である Tomato chlorosis virus（ToCV）によるトマト黄

化病は，栃木県で初確認された後（Hirota et al., 2010），九州地域

の福岡，熊本，大分および鹿児島の各県でも 2011 年以降に発生が認

められ病害虫発生予察特殊報が発表されている。タバココナジラミが

媒介するウイルスは，ここに示した以外にも多数存在するが，九州地

域で特に問題となっている病原ウイルスは， Begomovirus 属である

TYLCV と Crinivirus 属である Cucurbit chlorotic yellows virus 

（CCYV）の 2 種である（樋口，2014）。以下に，それぞれのウイルスに

ついて紹介する。 

 

（1）Tomato yellow leaf curl virus （TYLCV） 

トマト黄化葉巻病の病原ウイルスである TYLCV は，Geminiviridae

（ジェミニウイルス）科 Begomovirus（ベゴモウイルス）属であり，

保毒したタバココナジラミがトマトを吸汁することで感染し，Q と B
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が同様に媒介するとされている（北村ら，2009）。トマト黄化葉巻病の

病徴は，新葉の葉縁や葉脈間が黄化および葉巻とともに縮葉し，発病

部位より上の節間が短縮する（図Ⅰ(B)）。本病は保毒したタバココナ

ジラミが低密度でも発生する可能性があること，著しく生育を抑制し

て収量を大幅に減収させること等により，トマト生産において最も大

きな問題となっている（大貫，2000；本多，2008b）。我が国では 1996

年に静岡県，愛知県および長崎県のトマトで初確認され（ Kato et al.，

1998；加藤，1999），その後西日本を中心に発生が拡大した（本多，2010）。

九州地域での発生は，長崎県で確認されて以降，2003 年に大分県で確

認されるまでの 8 年間で全 7 県に認められている。日本に発生してい

る TYLCV は塩基配列の相同性から遺伝的にイスラエル株に近縁な株

（イスラエル系統）とマイルド株に近縁な株（マイルド系統）の 2 系

統に分けられるが（上田，2008），九州地域に発生した TYLCV はイスラ

エル系統のみであった（本多，2005）。しかし，2011 年に熊本県でマ

イルド系統の発生が確認され，病害虫発生予察特殊報が発表されてい

る。マイルド系統については，熊本県内での分布域は不明であり，現

在のところ熊本県以外の九州地域での発生は認められていない。 

 

（2）Cucurbit chlorotic yellows virus （CCYV） 

Closteroviridae（クロステロウイルス）科 Crinivirus（クリニウ

イルス）属である CCYV は，メロン退緑黄化病などの病原ウイルスであ

る。タバココナジラミが媒介する CCYV によるウリ類の退緑黄化病は，

佐賀県，熊本県および宮崎県において 2004 年に発生が確認された新規

病害である（行徳，2008；行徳ら，2009）。メロン退緑黄化病およびキ

ュウリ退緑黄化病の発生は，初め局地的であったが，2005 年に長崎県，



5 
 

2006 年に大分県，2007 年に福岡県，鹿児島県と拡大し，九州全県で確

認されている（行徳，2008）。また，海外でも 2010 年に台湾，2011 年

に中国およびスーダンのウリ科作物で CCYV の発生が報告されている

（Huang et al.，2010；Gu et al.，2011；Hamed et al.，2011）。CCYV 

はウリ科，ナス科，アカザ科およびキク科の植物に感染が認められる

が（Okuda et al.，2010），本ウイルスの自然感染はメロン，キュウリ

およびスイカのみが報告されている。これら 3 作物の CCYV による被害

をみると，メロン退緑黄化病の発病株（図Ⅰ(C)）は，葉が黄化するこ

とによる草勢の低下，さらには果実重量および糖度が低下する（行徳，

2008）。キュウリ退緑黄化病の発病株は，葉が黄化するとともに粗剛化

し，生育不良となり収量が低下する。定植 1 か月以内に CCYV の発病

が認められたキュウリ株では 30% 程度減収した事例もある（宇賀，

2010）。スイカ退緑えそ病の発病株は，葉全体が黄化し，葉縁や葉脈間

に壊疽を生じ，果実糖度には影響しないものの，果実重量が低下する

（熊本県農業研究センター,2011）。 
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図Ⅰ タバココナジラミと媒介するウイルス病  

(A)：タバココナジラミ成虫  (B)：トマト黄化葉巻病 

(C)：メロン退緑黄化病 

(A) 

(B) 

(C) 
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3 本研究の目的 

九州地域の果菜類で問題となるタバココナジラミは，バイオタイプ

により生物的特徴が異なるため，本害虫の防除においてその特徴を把

握する必要がある。タバココナジラミの生態に関する基礎的な知見を

得るために，熊本県に発生しているバイオタイプを把握するとともに，

野外越冬の可能性を調査した。なお本研究では，近年我が国で発生が

確認され，その後，急速に分布域を拡大している Q を主な対象とした。 

昆虫媒介性ウイルス病の防除においては，ウイルス媒介昆虫とウイ

ルス源，栽培植物の間の伝染環をいかに断ち切るかが重要である（本

多，2005）。 そのために，トマト黄化葉巻病やウリ類退緑黄化病の防

除対策は，「ウイルスを保毒したタバココナジラミが栽培するハウス内

へ侵入することを防止する対策」，「ハウス内での増殖を防止する対策」

および「ハウス内からの移出を防止する対策」に分けることができる

（表Ⅰ）。本研究では，それら防除対策のなかで「増殖防止対策」につ

いて検討している。すなわち，新たな薬剤感受性検定法の開発を行い，

その開発した検定法による感受性の把握，TYLCV を保毒した Q に対す

る散布薬剤の感染抑制効果，CCYV を保毒した Q に対する粒剤の被害抑

制効果と処理時期について検討した。 

本研究では，九州地域におけるトマトやメロンなど果菜類の安定生

産に寄与するため，タバココナジラミの生態解明や「増殖防止対策」

に関する防除技術の確立を行い，本種が媒介するウイルス病の被害を

最小限に抑制することを目指した。 
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表Ⅰ 施設栽培で発生する昆虫媒介性ウイルス病に対する主な防除対策 

防除対策の分類 個別の防除技術

ハウス開口部への防虫ネット展張

ハウス周辺の感染源（野良生えトマトなど）の除去

侵入防止対策 ハウス周辺の除草

近紫外線除去フィルムの展張

光反射シートの設置

薬剤防除

ハウス内の感染株の抜き取り

増殖防止対策 ハウス内の除草

粘着板の設置

ウイルス病耐病性品種の利用

栽培終了時の施設密閉処理

施設開口部への防虫ネット展張
移出防止対策
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第Ⅱ章 タバココナジラミの生態解明 

第 1 節 熊本県に発生しているタバココナジラミのバイオタイプ  

1 緒言 

Q は低い薬剤感受性が特徴であり，海外ではピリプロキシフェンや

ネオニコチノイド剤に対する感受性低下が報告されている (Nauen et 

al.，2002；Horowitz et al.，2003)。国内でも Q の低い感受性が確認

され，現状では有効な薬剤は少ない(松浦，2006；樋口，2006；小林，

2007)。また，Q は B と薬剤感受性が異なり，B に比べて感受性が低い

傾向である(Horowitzetal.，2003；松浦，2006；小林，2007)。このよ

うに，タバココナジラミではバイオタイプにより薬剤感受性が異なる

ことが予想されるため，防除を行う場合は，地域あるいは圃場で発生

しているバイオタイプを把握し，防除薬剤を選択する必要がある。そ

こで，熊本県内の栽培作物および野外に設置したトマト苗から採集し

たタバココナジラミのバイオタイプを識別し，県内におけるバイオタ

イプの分布と季節的変動を調査した。  
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2 材料および方法 

2-1 栽培作物からのタバココナジラミ採集  

2004 年 11 月～2007 年 2 月に，熊本県内の施設作物に寄生している

タバココナジラミを採集した。また，2006 年 6 月～10 月に，県内の露

地作物に寄生しているタバココナジラミを採集した。採集日，採集地

点および採集作物は，施設作物を図Ⅱ-1-1 と表Ⅱ-1-1 に，露地作物を

図Ⅱ-1-2 と表Ⅱ-1-2 に示した。タバココナジラミは成虫を吸虫管で採

集し，2006 年以降は採集虫をそのまま-20℃で冷凍保存した。2005 年

以前は，採集虫をそのまま冷凍保存するか，キャベツ(品種：秋徳)を

用いて 25℃，16L8D（明期：暗期=16h：8h）条件下で 1～10 か月間累

代飼育した後に，成虫を冷凍保存した。 

 

2-2 野外に設置したトマト苗からのタバココナジラミ採集 

(1)2005 年の調査 

熊本市，玉名市および八代市に各 1地点の計 3地点を調査地点とし，

4～6 葉期のトマト苗(品種：ハウス桃太郎)12 株を各調査実施月の上旬

に設置した。調査期間は，熊本市と玉名市が 4～11 月，八代市が 7～

11 月とした。タバココナジラミは，設置 7 日後のトマト苗に寄生して

いる成虫を 30 頭上限に吸虫管で採集し，－20℃で冷凍保存した。なお，

設置地点はいずれも施設栽培地域であり，周囲にトマト，ナスおよび

メロンが栽培されていた。 

 

(2)2006 年の調査 

熊本県農業研究センター(合志市)内の環境条件が異なる 3 地点に，4

～6 葉期のトマト苗(品種：ハウス桃太郎)5 株をそれぞれ設置した。す
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なわち，周囲が施設栽培圃場の地点(地点 A)，雑木林の地点(地点 B)

および牧草地の地点(地点 C)であり，地点間は 300m 以上離れていた（図

Ⅱ-1-3）。トマト苗は 5 月 18 日から 11 月 21 日まで設置し，トマト苗

上で新成虫が羽化しないように 14 日を目安に苗を交換した。タバココ

ナジラミは，13～23 日間隔で 30 頭を上限として吸虫管で成虫を採集

し，冷凍保存した。 

 

2-3 バイオタイプの識別方法 

冷凍保存しているタバココナジラミ成虫をサンプルとし，バイオタ

イプを識別した。B，Q のバイオタイプ識別は，三浦(2007)の Multiplex 

PCR 法を用いた。ただし，2004～2005 年に施設作物から採集した個体

群のバイオタイプは，上田(2006)の PCR-RFLP 法で識別した。B，Q い

ずれとも識別できなかった個体については，JpL のミトコンドリア DNA

のチトクロームオキシダーゼⅠ（mtCO I）領域に特異的に反応するプ

ライマーを用いて PCR 反応を行い，予測される増幅断片が得られたも

のは JpL と識別した(上田，未発表)。なお，その PCR 産物の一部につ

いては塩基配列解析を行い，既知の JpL の mtCO I 塩基配列と照合した。  
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図Ⅱ-1-1 熊本県の施設作物におけるタバココナジラミの採集地点  

図中の数字は表Ⅰ-1-1 の No を示す． 
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図Ⅱ-1-2 熊本県の露地作物におけるタバココナジラミの採集地点  

図中の数字は表Ⅰ-1-2 の No を示す． 
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図Ⅱ-1-3 野外に設置したトマト苗の状況（2006） 

（A)：周囲が施設栽培圃場の地点（上図）  

（B）：周囲が雑木林の地点（中図） 

（C）：周囲が牧草地の地点（下図） 

図中の矢印はトマト苗を示す． 

(C) 

(A) 

(B) 
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3 結果 

3-1 栽培作物からのタバココナジラミ採集  

(1)施設作物からの採集 

施設作物から採集したタバココナジラミのバイオタイプ識別結果を

表Ⅱ-1-1 に示した。2004 年では，1 市 1 作物 1 地点から 22 頭を採集

してバイオタイプを識別した。2005 年では，5 市 3 町の 5 作物 12 地点

から 151 頭を供試した。2006 年では，10 市 3 町 1 村の 7 作物 24 地点

から 564 頭を供試した。2007 年では，2 市 1 町の 2 作物 4 地点から 67

頭を供試した。これらの 2004～2007 年に採集したタバココナジラミは，

B や JpL は認められず，Q のみが確認された。また，採集時期によるバ

イオタイプの違いは認められなかった。 

 

(2)露地作物からの採集 

露地作物から採集したタバココナジラミのバイオタイプ識別結果を

表Ⅱ-1-2 に示した。2006 年に，9 市 5 町 1 村の 8 作物 29 地点から 394

頭を採集してバイオタイプを識別した。識別結果は，Q が 372 頭，JpL

が 21 頭および不明が 1 頭であり，B のみ確認されなかった。なお，不

明とした 1 頭については mtCO I 領域の塩基配列を解析したが，種を特

定することができなかった。採集日は 6～10 月であったが，どの時期

に採集した個体群も Q の割合が高かった。JpL を確認した山鹿市と山

江村の 2 地点は，山間部の露地ナス圃場であり，周囲に雑木林や雑草

が多かった。 
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バイオタイプ
Q B JpL

1 メロン 2004/11/15 合志市 22 22 0 0 0
2 トマト 2005/5/31 八代市 22 22 0 0 0
3 2005/6/9 熊本市 24 24 0 0 0
4 2005/10/12 合志市 8 8 0 0 0
5 2005/11/15 山都町 8 8 0 0 0
6 2005/11/15 山都町 5 5 0 0 0
7 ミニトマト 2005/5/13 天草市 10 10 0 0 0
8 2005/7/1 玉名市 23 23 0 0 0
9 ナス 2005/12/15 熊本市 12 12 0 0 0
10 メロン 2005/6/9 熊本市 10 10 0 0 0
11 2005/10/4 植木町 12 12 0 0 0
12 2005/10/13 熊本市 5 5 0 0 0
13 スイカ 2005/12/27 益城町 12 12 0 0 0
14 トマト 2006/5/9 合志市 25 25 0 0 0
15 2006/5/26 八代市 29 29 0 0 0
16 2006/5/26 八代市 24 24 0 0 0
17 2006/9/15 阿蘇市 11 11 0 0 0
18 2006/10/6 合志市 26 26 0 0 0
19 ミニトマト 2006/6/15 玉名市 26 26 0 0 0
20 2006/6/26 山鹿市 30 30 0 0 0
21 ナス 2006/6/20 熊本市 28 28 0 0 0
22 2006/10/27 人吉市 19 19 0 0 0
23 メロン 2006/5/26 八代市 27 27 0 0 0
24 2006/6/26 植木町 12 12 0 0 0
25 2006/7/13 山江村 24 24 0 0 0
26 2006/9/7 宇城市 18 18 0 0 0
27 2006/10/26 植木町 28 28 0 0 0
28 2006/10/27 人吉市 18 18 0 0 0
29 2006/12/13 熊本市 27 27 0 0 0
30 キュウリ 2006/6/29 上天草市 12 12 0 0 0
31 2006/7/13 あさぎり町 28 28 0 0 0
32 2006/9/8 玉名市 9 9 0 0 0
33 2006/9/15 阿蘇市 28 28 0 0 0
34 2006/10/26 植木町 29 29 0 0 0
35 2006/10/27 あさぎり町 30 30 0 0 0
36 スイカ 2006/6/7 益城町 26 26 0 0 0
37 トルコギキョウ 2006/6/29 天草市 30 30 0 0 0
38 トマト 2007/2/15 玉名市 11 11 0 0 0
39 2007/2/20 八代市 15 15 0 0 0
40 2007/2/20 八代市 30 30 0 0 0
41 ナス 2007/2/15 植木町 11 11 0 0 0

合計 804 804 0 0 0

不明
供試
虫数

No 採集作物 採集日 採集地点

a)

a)

a)

a)

a)

a)

a)

表Ⅱ-1-1 熊本県の施設作物で発生するタバココナジラミのバイオ

タイプ 

a)累代虫識別：採集後，1～10 か月累代飼育した後の成虫を識別した． 
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バイオタイプ
Q B JpL

1 トマト 2006/9/7 八代市 8 8 0 0 0
2 2006/9/7 八代市 10 10 0 0 0
3 2006/9/7 宇城市 16 16 0 0 0
4 ナス 2006/6/26 山鹿市 19 0 0 19 0
5 2006/7/13 山江村 1 0 0 1 0
6 2006/9/8 合志市 28 28 0 0 0
7 2006/9/8 植木町 22 22 0 0 0
8 2006/9/15 大津町 3 3 0 0 0
9 2006/10/26 山鹿市 30 30 0 0 0
10 2006/10/27 錦町 15 15 0 0 0
11 カボチャ 2006/6/7 益城町 24 23 0 0 1
12 2006/6/15 玉名市 28 28 0 0 0
13 2006/6/15 玉東町 4 4 0 0 0
14 2006/6/20 熊本市 26 26 0 0 0
15 2006/6/26 山鹿市 2 2 0 0 0
16 2006/6/26 宇城市 3 2 0 1 0
17 2006/6/27 合志市 6 6 0 0 0
18 2006/6/29 宇城市 28 28 0 0 0
19 2006/6/29 天草市 13 13 0 0 0
20 2006/7/6 合志市 29 29 0 0 0
21 2006/7/13 人吉市 1 1 0 0 0
22 2006/9/7 宇城市 3 3 0 0 0
23 2006/9/8 玉名市 19 19 0 0 0
24 キュウリ 2006/9/15 阿蘇市 1 1 0 0 0
25 2006/10/27 人吉市 4 4 0 0 0
26 ゴボウ 2006/6/20 熊本市 14 14 0 0 0
27 タバコ 2006/6/7 益城町 27 27 0 0 0
28 オクラ 2006/9/8 玉名市 5 5 0 0 0
29 サツマイモ 2006/9/14 熊本市 5 5 0 0 0

合計 394 372 0 21 1

不明
供試
虫数

No 採集作物 採集日 採集地点

a)

b)

b)

c)

表Ⅱ-1-2 熊本県の露地作物で発生するタバココナジラミのバイオ

タイプ 

ａ）2 頭については mtCOⅠ領域の塩基配列解析で識別した． 

ｂ）mtCOⅠ領域の塩基配列解析で識別した． 

ｃ）mtCOⅠ領域の塩基配列解析で識別できなかった．  
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3-2 野外に設置したトマト苗からのタバココナジラミ採集 

(1)2005 年の調査 

2005 年のバイオタイプ識別結果を図Ⅱ-1-4 に示した。熊本市に設置

したトマト苗で 5～11 月に採集した 178 頭では，10 月の採集個体で B

が 2 頭確認されたが，他は全て Q であった。玉名市に設置したトマト

苗では，5～11 月に 182 頭を採集した。識別結果は，10 月の採集個体

で B が 1 頭，6 月と 10 月の採集個体で JpL が 1 頭ずつ確認され，他は

全て Q であった。八代市に設置したトマト苗で 7～11 月に 108 頭を採

集したが，全て Q であった。トマト苗を設置した 3 地点で，5～11 月

にタバココナジラミを採集したが，採集時期に関係なく Q の割合が高

かった。また，B は 2 地点，JpL は 1 地点で確認されたが，B，JpL と

も個体数は少なかった。 

 

(2)2006 年の調査 

2006 年のバイオタイプ識別結果を図Ⅱ-1-5 に示した。6 月 1 日～11

月 21 日に，トマト苗に寄生しているタバココナジラミを 11 回採集し

た。地点 A で採集した 90 頭では，8 月 10 日の採集個体で JpL が 1 頭

確認されたが，残りは全て Q であった。地点 B で採集した 113 頭では，

JpL が 19 頭(採集日・JpL 頭数:6 月 14 日・2 頭，8 月 10 日・1 頭，8

月 23 日・4 頭，9 月 8 日・6 頭，9 月 22 日・1 頭，10 月 11 日・3 頭，

10 月 29 日・2 頭)確認されたが，残りは全て Q であった。地点 C で採

集した 42 頭では，6 月 14 日の採集個体で JpL が 1 頭確認されたが，

残りは全て Q であった。トマト苗を設置した 3 地点で 6～11 月にタバ

ココナジラミを採集したが，採集時期に関係なく Q の割合が高かった。

また，JpL が 3 地点で確認されたが，B は確認されなかった。地点 A，
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B，C での JpL の識別割合は，1.1％，16.8％および 2.4％であり，周辺

に雑草が多い地点 B で高かった。  
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図Ⅱ-1-4 野外のトマト苗に寄生するタバココナジラミバイオタイ

プの季節的変動（2005） 

（A）：熊本市，（B)：玉名市，（C）：八代市． 
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図Ⅱ -1-5 野外のトマト苗に寄生するタバココナジラミバイオタイ

プの季節的変動（2006） 

（A)：周囲が施設栽培圃場の地点，（B）：周囲が雑木林の地点， 

（C）：周囲が牧草地の地点． 

JpL と識別した PCR 産物は，調査日ごとに 2 サンプルを上限に mtCOⅠ

領域の塩基配列解析で確認した． 
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4 考察 

2004～2007 年の異なる時期に熊本県内の施設栽培 7 作物の 41 地点

からタバココナジラミを採集し，バイオタイプを調査したが，供試し

た個体全てが Q であった。また，露地栽培 8 作物の 29 地点からタバコ

コナジラミを採集し，バイオタイプを調査した。その結果，供試した

個体群のほとんどは Q であり，わずかに JpL が確認されたが，B の発

生は確認されなかった。野外に設置したトマト苗に寄生しているタバ

ココナジラミを定期的に採集し，バイオタイプを調査したが，B や JpL

はわずかであり，ほとんどが Q であった。これらの結果から，熊本県

内の栽培作物に発生しているタバココナジラミは，発生時期，地域お

よび寄主作物に関係なく，施設作物では Q であり，露地作物では Q が

優占していると考えられた。松浦(2006)は，宮崎県内の 14 市町で採集

したタバココナジラミのバイオタイプを調査し，Q が県全域に分布し

ていると示唆した。本研究の調査結果と同様な傾向であり，九州地域

では Q が広く分布していると推察される。 

本研究での B の確認は，2005 年の野外に設置したトマト苗で採集し

た 3 頭のみであり，施設作物および露地作物からの採集では確認され

なかった。カボチャでは，B の幼虫寄生による白化症の発現が知られ

ている(松井，1995)。また，Q 寄生によるカボチャ白化症の発現能力

は非常に低く，B とは明らかに異なる(樋口，2006)。本研究で採集に

用いた露地作物では，カボチャ 13 圃場が含まれているが，白化症は認

められなかった。このことは，露地作物で B の発生が少ないことを示

唆しており，本研究の調査結果と一致する。 

小林(2007)は，Q の分布域について苗の移動による拡大を指摘して

いるが，他要因の一つとして薬剤淘汰が考えられる。Q は，一部のネ
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オニコチノイド剤および合成ピレスロイド剤等の感受性が低く，B と

比べても感受性が低い傾向が報告されている(Horowitz et al.，2003；

松浦，2006；樋口，2006；小林，2007)。Horowitz et al. (2005)は，

Q と B の混在した個体群の室内飼育において，無淘汰で 6 世代経過す

ると B が残存し，ピリプロキシフェンに対する感受性は高くなるが，

同一個体群をアセタミプリドやチアメトキサムで淘汰すると，21 世代

後では Q が残存し，ピリプロキシフェンに対する感受性は低いままで

あると報告している。熊本県においても栽培作物での薬剤防除により

感受性の低い Q が残存し，発生しているバイオタイプの中で Q の割合

が高くなっていった可能性が考えられる。さらに，B の発生が少なか

った要因として，B が野外越冬できないため(大泰司・岡田，1996)，B

の越冬場所となる施設栽培圃場での冬期の薬剤防除が大きく影響して

いることが考えられる。 

露地作物からの採集では，3 地点で JpL が確認された。その一つで

ある 2006 年 6 月 26 日に山鹿市の露地ナスで採集した個体群は，19 頭

全てが JpL であったが，圃場では幼虫が認められなかった。しかし，

2006 年 10 月 26 日に同一圃場で再度採集したところ，30 頭全てが Q

であり，多くの幼虫が確認された。山間部の露地ナス圃場であるため

周辺に雑木林や雑草が多く，雑草等に生息していた JpL が一時的に露

地ナスへ飛来したと考えられる。これと同様なことが，2006 年の野外

に設置したトマト苗からの採集虫の識別結果からも推察される。すな

わち，地点 A，B，C では，周辺に雑草が多い地点 B で JpL の識別割合

が高い。大泰司・岡田(1996)は，B と JpL では好適な寄主植物が異な

り，スイカズラやセイタカアワダチソウ等を JpL の好適植物として報

告している。雑草等で生息している JpL は，周辺の栽培作物に飛来し
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ているが，定着はしにくいと考えられる。その理由として，作物には

JpL の好適な寄主が少ないこと，JpL の薬剤感受性が高いこと等が考え

られる。  
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第 2 節 熊本県でのタバココナジラミの野外越冬の可能性 

1 緒言 

熊本県におけるタバココナジラミの発生は，1990 年に B，2004 年に

Q が初確認されている（行徳ら，2008）。Q の侵入以降，本県の農作物

に発生しているタバココナジラミは，発生時期，地域および寄主作物

に関係なく Q が優占していると考えられる（樋口ら，2007）。Q はイミ

ダクロプリド，チアメトキサムなど各種の化学農薬に対する感受性が

低下しており，防除が困難なことから大きな問題となっている（遠山

ら，2013）。 

Lin et al.（2007）は，翌年の農作物におけるタバココナジラミの

被害リスクを評価するためには，冬季の成虫，幼虫および卵の生存率

を知る必要があると述べており，タバココナジラミの防除を考える上

で，野外越冬の可否を知ることは重要である。B は日本国内において

野外越冬できないとされている（松井，1995）が，栽培施設内で越冬

し，その後施設内外を移動することで，周年発生することが可能であ

る（杖田ら，2007）。本多（2008a）は，Q の野外越冬について，B と同

じく国内では困難としているものの，九州や四国などの温暖地では検

討を要すると指摘している。また，飯田（2011）は，鹿児島県南さつ

ま市や高知県南国市のような温暖な地域では Q が野外越冬する可能性

を指摘している。しかし，これまで日本国内における Q の野外越冬に

関して，具体的な調査事例の報告はない。そこで，各発育ステージの

Q が寄生した植物を用い，熊本県において野外越冬が可能であるか検

討した。 
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2 材料および方法 

2-1 供試虫 

 供試した Q は，2004 年 11 月に熊本県合志市の熊本県農業研究セン

ター内のメロンから採集した個体群である。供試した B は，1991 年に

熊本県農業研究センター内の栽培作物（作物不明）から採集した個体

群である。Q および B の累代飼育は，25℃，16L8D に設定した恒温室内

において，キャベツ（品種：秋徳 SP）を寄主植物として行った。本個

体群については，mtCOⅠ領域の塩基配列の違いによる識別法（上田，

2006；三浦，2007）を用いて，Q または B であることを確認した。 

 

2-2 雨よけハウスにおけるバイオタイプ Q および B の越冬 

 熊本県農業研究センター内にある，ポリフィルムを天井のみに被覆

した雨よけハウス内（6×22m，図Ⅱ-2-1(A)）における Q または B の越

冬の可能性を明らかにするため，成虫または卵，幼虫の寄生株を設置

して生存虫の有無を調査した。 

(1) 成虫 

 9cm ポリポットにキャベツ（品種：金系 201 号）種子を 1 粒ずつ播

種し，25℃，16L8D に設定した恒温室で管理した播種 40～50 日後のキ

ャベツ苗を用いた。プラスチック製の飼育箱（34×26×34cm 側面はゴ

ース張り，図Ⅱ-2-1(B)）にキャベツ苗を 2 株入れ，そこへ羽化後 7

日以内の Q または B の成虫 300 頭を雌雄混在で放飼した。放飼後の飼

育箱は低温順化のため無加温のガラスハウスに 3 日間置き，その後雨

よけハウスへ移動させた。試験は 3 回行い，雨よけハウスへの飼育箱

の設置は，2007 年 12 月 10 日，2008 年 2 月 6 日，2 月 23 日に行った。

生存虫の調査は，原則 7 日間隔で見取り調査した。放飼した成虫がキ
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ャベツに産卵し，新たな羽化成虫が出現しないように，約 1 か月ごと

に新たなキャベツ苗を入れるとともに，古いキャベツは茎を切断して

数日後に除去した。その時，キャベツ苗を見取り調査し，羽化殻がな

いことを確認した。なお，Q と B 成虫の生存率については，調査日ご

とに Fisher の正確確率検定で比較した。 

 (2) 卵および幼虫 

 9cm ポリポットのイチゴ苗（品種：とよのか）またはキャベツ苗（品

種：金系 201 号）4 株を飼育箱に入れて，Q または B 成虫を雌雄混在で

100～400 頭放飼し，25℃，16L8D に設定した恒温室で管理した。放飼

20～25 日後，成虫を除去するとともに 1/5000a ワグネルポットに移植

した。Q または B が寄生した苗は，低温順化のため無加温のガラスハ

ウスに 3～5 日間置き，雨よけハウス内へ移動させた。雨よけハウスへ

の供試苗の設置は，2007 年 11 月 25 日，12 月 1 日，12 月 24 日，2008

年 1 月 13 日および 2 月 7 日の 5 回であった。なお，12 月 1 日の設置

のみキャベツ苗で，それ以外の 4 回はイチゴ苗を用い，設置日ごとの

供試株数は 3～10 株であった。雨よけハウスへの設置当日，全葉の葉

裏に寄生する Q または B の卵および幼虫を 16 倍率のルーペを用いて発

育ステージ別に計数するとともに，すべての寄生部位がわかるように

黒色油性マーカーで寄生葉に印を付けた。初回調査以降，寄生虫の計

数は 2～4 回行い，卵および幼虫の生死は変形や変色により判定した。 

2008 年 4 月初めの調査後，生存虫が寄生している可能性のある葉を

ゴースで覆い，25℃に設定した恒温室へ寄生苗を移動した。その後，

成虫が羽化した場合，三浦（2007）の方法でバイオタイプを識別した。

また，雨よけハウス内の高さ 30cm の位置に温度データロガー（おんど

とり Jr.TR-52，T＆D 社製）を設置し，1 時間間隔で温度を測定した。
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なお，温度データロガーのセンサーには，直射日光があたらないよう

に通気性を確保した覆いを被せた。 

 

2-3 野外条件下におけるバイオタイプ Q の越冬 

 野外条件で Q が越冬する可能性を明らかにするために，卵および幼

虫が寄生したキランソウ Ajuga decumbens Thunb.（シソ科）を用いた

2 つの試験で検討した。なお，以下の越冬試験は，熊本県農業研究セ

ンター内の露地圃場で実施した，（図Ⅱ-2-1(C，D)）。 

 試験 1；2008 年 10 月 10 日，Q が多寄生した 1/5000a ワグネルポッ

ト植えのナス 10 株が置いてある無加温のガラスハウス内に，1/5000a

ワグネルポット植えのキランソウ 8 株を設置し，キランソウに Q を寄

生させた。11 月 26 日，成虫を除去して Q の卵および幼虫が寄生した

キランソウ 8 株を露地圃場に設置した。12 月 27 日，枯死した 1 株を

除く，7 株の全葉に寄生する卵および幼虫を調査するとともに，すべ

ての寄生部位がわかるように黒色油性マーカーで寄生葉に印を付けた。

その後，寄生虫数の調査は，2009 年 2 月 23 日，3 月 20 日および 4 月

1日の 3回行い，16倍率のルーペを用いて発育ステージ別に計数した。

なお 4 月 1 日の調査後，キランソウをゴースで覆い，25℃に設定した

恒温室に置いて成虫を羽化させた。 

 試験 2；2008 年 9 月 30 日，Q が多寄生した 1/5000a ワグネルポット

植えのナス 10 株が置いてある無加温のガラスハウス内に，プランター

植えキランソウを設置し，Q を寄生させた。11 月 11 日，Q が寄生した

キランソウ 50 株を露地圃場（6×11m）に株間 45cm，1 列 25 株で 2 列

に定植した。その後，活着して生育できた 17 株を調査株として用いた。

寄生数調査は，1 回につき 3～7 株を露地圃場から抜き取り，10～30
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倍に拡大した実体顕微鏡下で行った。なお，調査は 12 月 29 日，2009

年 2 月 25 日，3 月 23 日および 4 月 3 日の 4 回であった。調査後，寄

生が認められたキランソウについては，濡れたろ紙を敷いたプラスチ

ックカップに入れ，25℃に設定した恒温室内で成虫を羽化させた。 

試験 1，2 ともに卵および幼虫の生死は，変形や変色により判定した。

また，成虫が羽化した場合，三浦（2007）の方法でバイオタイプを識

別した。露地圃場の温度の測定は，地上 30cm の高さで雨よけハウスで

の調査方法と同様に行った。 
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定植圃場 

 
図Ⅱ-2-1 タバココナジラミ越冬試験の様子 

(A)越冬試験に使用した雨よけハウス 

(B)成虫の飼育箱 

(C)バイオタイプ Q の野外越冬試験 

(D)野外越冬試験に用いたワグネルポットに植えたキランソウ  

(D) 

 
(C) 

  
(A) (B) 
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3 結果 

3-1 雨よけハウスにおけるバイオタイプ Q および B の越冬 

(1) 成虫 

 冬季の雨よけハウス内に設置したキャベツ苗における Q および B 成

虫の生存率を図Ⅱ-2-2 に示した。2007 年 12 月 10 日に設置した成虫の

生存率は，Q では設置 13 日後（12 月 23 日）で 20.3％，26 日後（2008

年 1 月 5 日）で 9.7％，34 日後（1 月 13 日）で 8.3％と徐々に低下し，

55 日後（2 月 3 日）は 0％であった。一方 B では，13 日後で 29.0％，

26 日後で 1.7％，34 日後で 1.3％，42 日後（1 月 21 日）は 0％であっ

た。設置 26 日後，34 日後および 42 日後の Q の生存率は，B に比べて

有意に高かった（Fisher の正確確率検定，p＜0.05）。 

 2008 年 2 月 6 日に設置した成虫の生存率は，Q では設置 7 日後（27

日後で 0％と生存虫が確認できなかった。設置 7 日後の Q の生存率は，

B に比べて有意に高かった（Fisher の正確確率検定，p＜0.05）。 

 2008 年 2 月 23 日に設置した成虫の生存率は，Q では設置 8 日後（3

月 2 日）で 33.0％，36 日後（3 月 30 日）で 15.3％と徐々に低下し，

69 日後（5 月 2 日）で 0％となった。一方 B では，8 日後で 18.0％，

36 日後で 5.3％と徐々に低下し，69 日後で 0％となった。 設置 8～57

日後の 8 回の調査での Q の生存率は， B に比べて有意に高かった

（Fisher の正確確率検定，p＜0.05）。 

 

(2) 卵および幼虫 

 冬季の雨よけハウス内での Q の卵および幼虫の越冬数を表Ⅱ-2-1 に

示した。2007 年 11 月 25 日，雨よけハウス内に設置したイチゴ苗には，

卵～4 齢幼虫の合計で 991 個体の寄生が認められた。その後の寄生数
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は減少し，2008 年 4 月 4 日では卵～4 齢幼虫の合計で 8 個体となった。

4 月 4 日から供試株を恒温室で管理すると，2 頭が羽化して Q と確認さ

れた。本試験では Q の越冬が確認され，その生存率は 0.2％であった。 

 2007 年 12 月 1 日に設置したキャベツ苗には，卵～4 齢幼虫の合計で

1,809 個体の寄生が認められた。その後の寄生数は減少し，2008 年 4

月 1 日では卵および 4 齢幼虫の合計で 37 個体となった。4 月 1 日から

供試株を恒温室で管理すると，1 頭が羽化して Q と確認された。本試

験では Q の越冬が確認され，その生存率は 0.1％であった。 

 2007 年 12 月 24 日に設置したイチゴ苗には，卵～4 齢幼虫の合計で

738 個体の寄生が認められた。その後の寄生数は減少し，2008 年 4 月

4 日では卵～4 齢幼虫の合計で 33 個体となった。4 月 4 日から供試株

を恒温室で管理すると，9 頭が羽化して Q と確認された。本試験では Q

の越冬が確認され，その生存率は 1.2％であった。 

 2008 年 1 月 13 日および 2 月 7 日に設置したイチゴ苗には，卵～4

齢幼虫の合計でそれぞれ 472 個体および 84 個体の寄生が認められた。

その後の寄生数は減少し，4 月 3 日または 6 日から供試株を恒温室で

管理したが羽化は認められなかった。 

 冬季の雨よけハウス内での B の卵および幼虫の寄生数を表Ⅱ-2-2 に

示した。2007 年 11 月 25 日～2008 年 2 月 7 日の期間に，雨よけハウス

内に供試株を 5 回設置し，この 5 回の試験において卵～4 齢幼虫の合

計で 1,869 個体の寄生が認められた。しかし，その後の寄生数は減少

し，2008 年 4 月上旬から供試株を恒温室で管理したが羽化は認められ

なかった。 
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(3) 雨よけハウス内の日最高気温および日最低気温の推移  

2007 年 12 月 1 日から 2008 年 3 月 31 日までの日最高気温は，5.2～

27.0℃で平均 14.4℃であった（図Ⅱ -2-3）。日最低気温は， -6.5～

12.2℃で平均 1.9℃，0℃以下となった日が 40 日あった。また，最寒

月である 2 月の日最低気温は，-6.5～4.2℃で平均-1.5℃であった。 

 

3-2 野外条件におけるバイオタイプ Q の越冬 

 野外条件に設置したポット植えキランソウにおける Q の寄生数を表

Ⅱ-2-3 に示した（試験 1）。2008 年 11 月 26 日に露地圃場へ設置した

供試株は，12 月 27 日時点で卵～4 齢幼虫の合計で 300 個体の寄生が認

められた。しかし，その後の寄生数は減少し，2009 年 4 月 1 日では 2

～4 齢幼虫で 4 頭となった。4 月 1 日から供試株を恒温室で管理すると，

2 頭が羽化して Q と確認された。本試験では Q の野外越冬が確認され，

その生存率は 0.7％であった。 

 露地圃場に定植したキランソウにおける Q の寄生数を表Ⅱ-2-4 に示

した（試験 2）。2008 年 11 月 11 日に露地圃場へ定植した供試株は，12

月 29 日に調査した 7 株において，卵～4 齢幼虫の合計で 509 個体の寄

生が認められた。2009 年 2 月 25 日に調査した 3 株では，卵～4 齢幼虫

の合計で 41 個体の寄生が認められ，調査後に供試株を恒温室で管理し

たところ，1 頭が羽化して Q と確認された。3 月 23 日および 4 月 3 日

の調査では，3 齢と 4 齢あわせて 3 および 5 個体の寄生が認められた。

調査後に供試株を恒温室で管理したところ，4 月 3 日に調査した供試

株のみ 3 頭が羽化して Q と確認された。 

露地圃場の日最高気温および日最低気温の推移を図Ⅱ-2-4 に示し

た。2008 年 12 月 1 日から 2009 年 3 月 31 日までの日最高気温は，5.0
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～26.9℃で平均 14.3℃であった。日最低気温は，-6.7～13.1℃で平均

0.7℃，0℃以下となった日が 61 日あった。また，最寒月である 1 月の

日最低気温は，-6.6～10.5℃で平均-1.0℃であった。 
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図Ⅱ -2-2 雨よけハウスにおけるタバココナジラミ成虫の生存率

（2007-2008 年） 

●：バイオタイプ Q，○：バイオタイプ B． 

（）内の数値は雨よけハウスへの設置後日数を示す．  

＊は Q と B の生存率に有意差あり（Fisher の正確確率検定，p＜0.05） 
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表Ⅱ-2-1 雨よけハウスにおけるタバココナジラミバイオタイプ Q

の越冬数（2007-2008 年） 

卵 1齢 2齢 3齢 4齢
羽化
成虫

合計

2007/11/25 0 233 362 130 131 135 - 991 100.0

2007/12/29 34 110 85 53 44 100 - 392 39.6

2008/3/31 127 9 0 6 6 21 - 42 4.2

2008/4/4 131 2 0 1 0 5 - 8 0.8

2008/4/16 143 0 0 0 0 0 2 2 0.2

2007/12/1 0 1403 256 84 40 26 - 1809 100.0

2008/1/10 40 747 71 50 20 30 - 918 50.7

2008/4/1 122 35 0 0 0 2 - 37 2.0

2008/4/13 134 0 0 0 0 0 1 1 0.1

2007/12/24 0 136 260 99 149 94 - 738 100.0

2008/2/4 42 42 9 31 33 113 - 228 30.9

2008/4/4 102 10 0 0 6 17 - 33 4.5

2008/4/16 114 0 0 0 0 0 9 9 1.2

2008/1/13 0 185 189 35 39 24 - 472 100.0

2008/4/3 81 3 1 0 1 1 - 6 1.3

2008/4/15 93 0 0 0 0 0 0 0 0.0

2008/2/7 0 0 8 13 49 14 - 84 100.0

2008/4/6 59 0 0 0 0 0 - 0 0.0

2008/4/17 70 0 0 0 0 0 0 0 0.0

4回目

5回目

設置
回数

1回目

2回目

3回目

タバココナジラミバイオタイプQ

調査日
設置後
日数

生存率
（％）
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卵 1齢 2齢 3齢 4齢
羽化
成虫

合計

2007/11/25 0 38 70 0 0 0 - 108 100.0

2007/12/29 34 24 25 3 0 0 - 52 48.1

2008/3/31 127 0 0 0 0 0 - 0 0.0

2008/4/4 131 0 0 0 0 0 - 0 0.0

2008/4/16 143 0 0 0 0 0 0 0 0.0

2007/12/1 0 296 205 14 0 0 - 515 100.0

2008/1/10 40 168 96 7 3 0 - 274 53.2

2008/4/1 122 9 0 0 0 0 - 9 1.7

2008/4/13 134 0 0 0 0 0 0 0 0.0

2007/12/24 0 48 95 150 79 11 - 383 100.0

2008/2/4 42 23 6 41 55 18 - 143 37.3

2008/4/4 102 3 0 0 0 0 - 3 0.8

2008/4/16 114 0 0 0 0 0 0 0 0.0

2008/1/13 0 287 381 12 1 0 - 681 100.0

2008/4/3 81 17 0 1 2 0 - 20 2.9

2008/4/15 93 0 0 0 0 0 0 0 0.0

2008/2/7 0 0 135 12 21 14 - 182 100.0

2008/4/6 59 0 0 0 0 0 - 0 0.0

2008/4/17 70 0 0 0 0 0 0 0 0.0

設置
回数

1回目

2回目

3回目

4回目

5回目

調査日
設置後
日数

タバココナジラミバイオタイプB
生存率
（％）

表Ⅱ-2-2 雨よけハウスにおけるタバココナジラミバイオタイプ B

の越冬数（2007-2008 年） 
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図Ⅱ-2-3 雨よけハウスにおける日最高気温および日最低気温の推移

（2007-2008 年） 
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表Ⅱ-2-3 野外に設置したワグネル植えキランソウにおけるタバコ

コナジラミバイオタイプ Q の越冬数（2008-2009 年） 

卵 1齢 2齢 3齢 4齢
羽化
成虫

合計

2008/12/27 31 165 85 33 12 5 - 300 100.0

2009/2/23 89 13 0 8 3 0 - 24 8.0

2009/3/20 114 0 0 2 1 1 - 4 1.3

2009/4/1 126 0 0 2 1 1 - 4 1.3

2009/4/25 150 0 0 0 0 0 2 2 0.7

タバココナジラミバイオタイプQ

調査日
設置後
日数

生存率
（％）
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表Ⅱ-2-4 露地圃場に定植したワグネル植えキランソウにおける

タバココナジラミバイオタイプ Q の越冬数（2008-2009 年） 

卵 1齢 2齢 3齢 4齢 合計
羽化
成虫

2008/12/29 48 7 341 75 45 8 40 509 - 

2009/2/25 106 3 15 0 7 10 9 41 1

2009/3/23 132 4 0 0 0 1 2 3 0

2009/4/3 143 3 0 0 0 1 4 5 3

タバココナジラミバイオタイプQ

調査日
定植後
日数

調査
株数
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図 Ⅱ -2-4  野 外 に お け る 日 最 高 気 温 お よ び 日 最 低 気 温 の 推 移

（2008-2009 年） 
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4 考察 

2007 年から 2008 年にかけて，熊本県合志市にある雨よけハウス内

では Q 成虫の越冬は認められなかった。一方，卵および幼虫は，生存

率が 0.1～1.2％と低いものの越冬が認められた。2008 年から 2009 年

にかけて，熊本県合志市の露地圃場で Q の卵および幼虫が寄生したキ

ランソウにおいて，生存率は 0.7％と低いものの越冬が認められた。

このことは，これまで未確認であった国内での Q の野外越冬を初めて

確認した事例となる。また，雨よけハウス内での調査では， Q の越冬

は年内に設置した寄生株で認められたが，年明けの 1 月および 2 月に

設置した寄生株では確認されなかった。雨よけハウスに設置してから

7日間の日最低気温の平均値を 2007年 11月 25日設置から順に示すと，

5.3℃，1.3℃，6.5℃，0.2℃および－2.7℃であった。一般に休眠性を

持たない昆虫でも低温順化により低温耐性が高まることから（Salt，

1961），年明けの設置では十分な低温順化ができず低温に遭遇したため，

越冬個体が認められなかったと推察される。 

 日本国内での B の野外越冬については，徳島県（中野・貞野，1994），

香川県（大泰司・岡田，1996），長崎県（内川・小川，2005），熊本県

（行徳ら，2008）で調べられ，不可能と考えられている。我が国での

B の越冬は，気候が温暖な琉球諸島では野外でも可能であることが示

唆されている（貴島ら，2011b）。しかし，他地域では冬季の野外でほ

とんど死滅するため，越冬はトマトなどの栽培施設内で主に行われて

いると考えられている（本多，2006）。本研究で B の越冬が雨よけハウ

ス内で認められなかったことは，これまでの B が野外越冬できないと

する報告を支持するものである。 

飯田（2011）は，Q の野外越冬の可能性が B より高いことを示唆し
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ている。本研究では，Q のみ越冬が認められたことや冬季における Q

と B の成虫の生存率の比較から，飯田（2011）の報告と同じく，Q の

耐寒性は B に比べて高いと考えられる。熊本県の栽培作物で発生する

タバココナジラミの優占バイオタイプは，Q の侵入によって B から Q

へ遷移している（樋口ら，2007）。熊本県に発生するタバココナジラミ

は，優占バイオタイプが Q となったことにより，B に比べて野外で越

冬する可能性が高いと推測される。また，野外で越冬試験を行った

2009 年において，最寒月である 1 月の試験圃場（熊本県合志市）の日

最低気温は，平均が-1.0℃，極値が-6.6℃であった。トマトなどの施

設栽培が盛んな熊本県八代市の同年 1 月の日最低気温は，平均が 2.6℃，

極値が-1.5℃であった（気象庁，2009）。試験圃場がある合志市に比べ

て八代市は，日最低気温が平均で 3.6℃，極値で 5.1℃高く，寄主植物

の種類や他の環境条件を除いて温度のみで推察すると，Q の野外越冬

の生存率が高いと考えられる。このように Q が優占することで，地域

によっては野外で越冬個体が観察される可能性もあるが，自然発生条

件下での Q の野外越冬は国内で観察事例がない。また，熊本県では温

暖な気候を活かして，冬春作のトマト，ナスなどの施設栽培が広く行

われており，これらの施設内において冬季に Q の継続的な発生が確認

されている。これらのことから Q は B と同じく主に栽培施設内で越冬

し，周年発生していると考えられる。そのため，施設内部から外部へ

の成虫の移動を防ぐことは，本種の生活環を断つ上で重要である（杖

田ら，2007）。収穫終了後，施設内の Q を死滅させるための太陽熱を利

用したハウス密閉処理は，本種に対しても有効な防除手段と考えられ

る。 

 Simmons and Elsey（1995）は，B の卵，幼虫および成虫をそれぞれ
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-10℃，-6℃，-2℃に暴露して耐寒性を調べると，死亡個体が急激に増

加する温度は，卵では-10℃，幼虫および成虫では-6℃であることを報

告している。さらに，卵の耐寒性は，幼虫や成虫に比べて高いと述べ

られている（Simmons and Elsey，1995；Lin et al.，2007）。また，B

の孵化直後の 1 齢幼虫は，5℃で 4 日間の低温処理により死亡率が高く

なることから，耐寒性が低いと報告されている（大泰司・岡田，1996）。

これらの室内試験から B の野外越冬は，卵の状態では生存していても，

孵化直後に死亡する可能性が考えられる。本研究での B の越冬試験で

は，孵化幼虫の死亡は確認できなかった。しかし，Q の越冬試験では，

12 月に卵の状態であった個体が，1 月に孵化して卵殻に付着したまま

死亡している 1 齢幼虫が確認された（図Ⅱ-2-5）。このことから，孵化

直後の Q の 1 齢幼虫の耐寒性は B と同じく低い可能性があり，今後の

検討課題である。 

本研究での Q の野外越冬試験において，試験 1 で越冬が確認された

2 個体は，2 月 23 日の調査時では 2 齢または 3 齢であった。また，試

験 2 の野外越冬試験において，2 月 25 日の調査で 1 頭の羽化成虫を確

認している。この成虫は調査時に 4 齢幼虫であった個体が羽化したも

ので，その個体以外は調査後に発育が認められず，死亡していたと考

えられる。前述したように，卵の耐寒性は幼虫や成虫に比べて高いと

されているが，これは短期間の低温処理での試験結果から述べられて

いる（Simmons and Elsey，1995；Lin et al.，2007）。飯田（2011）

は，低温が数か月に及ぶ野外調査では，卵や成虫に比べて幼虫で野外

越冬する可能性を示唆している。本研究でも Q の野外越冬において同

様の傾向を示しているが，Q の発育ステージと耐寒性の関係について

はさらなる検討が必要である。  
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図Ⅱ-2-5 野外越冬試験におけるタバココナジラミバイオタイプ Q

の 1 齢幼虫の死亡 

矢印は低温により死亡した孵化直後の 1 齢幼虫を示す． 
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第Ⅲ章 タバココナジラミに対する増殖防止対策 

第 1 節 タバココナジラミの薬剤検定法の開発と感受性 

1 緒言 

 タバココナジラミは多くのバイオタイプが存在するが，そのなかで

Q および B は農作物で多発生して問題となっている（樋口，2014）。Q

および B による農作物の被害は，吸汁による寄主植物の草勢低下やす

す病の発生，着色異常症の発生，TYLCV などの病原ウイルスを媒介す

ることである（樋口，2014）。タバココナジラミによる被害は，直接的

な吸汁害よりも病原ウイルスを媒介することによる間接的被害が大き

い（本多，2008a）。そのため TYLCV や CCYV 対策として，トマトやメロ

ンなどの生産現場では，媒介虫であるタバココナジラミに対する薬剤

の散布回数が増加しており，薬剤抵抗性の発達が懸念されている。ま

た，本種は薬剤抵抗性の発達しやすい害虫でもあり，薬剤感受性を把

握することが必要である。 

 タバココナジラミ成虫の薬剤感受性検定法としては，キャベツ葉浸

漬・水挿法（浜村，1997）がある。しかし，この方法は使用する検定

容器が大きく（図Ⅲ-1-1(A)），検定には広いスペースを必要とするた

め検定数を増やすことが困難である。そこで，一度に多くの検定試験

が可能な検定法を開発し，既存のキャベツ葉浸漬・水挿法と同一個体

群での数種薬剤の LC50 値を比較した。また，国内で Q が初確認された

年である 2004 年から 2014 年の期間において，自然発生している圃場

から Q を採集し，各種薬剤に対する感受性を調査した。  
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2 材料および方法 

2-1 供試虫 

 B は，1991 年に熊本県農業研究センター内の圃場（寄主植物不明）

から採集した 1 個体群を用いた。Q は，2004 年から 2014 年の期間に熊

本県内の作物から採集した 7 個体群を用いた。Q の採集日，採集地お

よび採集作物については，表Ⅲ-1-2 に示した。採集したタバココナジ

ラミは，25℃，16L8D に設定した恒温室内においてキャベツ（品種：

秋徳または秋徳 SP）を与えて無淘汰で累代飼育した。なお，タバココ

ナジラミのバイオタイプは，mtCOI 領域の塩基配列の違いによる識別

法（上田，2006；三浦，2007）を用いて確認した。 

 

2-2 供試薬剤 

 トマトのコナジラミ類で農薬登録を取得している薬剤を主体に供試

した。すなわち，ネオニコチノイド系 7 薬剤（アセタミプリド 20％水

溶剤，イミダクロプリド 10％水和剤，クロチアニジン 16％水溶剤，ジ

ノテフラン 20％水溶剤，チアクロプリド 30％水和剤，チアメトキサム

10％水溶剤，ニテンピラム 10％水溶剤），合成ピレスロイド系 1 薬剤

（エトフェンプロックス 20％乳剤），ピリジンアゾメチン系 1 薬剤（ピ

メトロジン 25％水和剤），ピラゾール系 2 薬剤（トルフェンピラド 15％

乳剤，ピリダベン 20％水和剤），マクロライド系 3 薬剤（アバメクチ

ン 1.8％乳剤，レピメクチン 1％乳剤，スピネトラム 11.7％水和剤），

その他系統 1 薬剤（ピリフルキナゾン 20％水和剤）の 15 薬剤を用い

た。 

薬剤感受性試験では，2 倍毎の段階希釈を行い 5～7 濃度として LC50

値を求めた。また，殺虫効果試験では，常用濃度とその 4 倍希釈液を
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基本として補正死虫率を求めた。全ての薬液は，トリトン X-100 を

0.05％加用した水道水を用いて希釈した。また，対照として水道水（ト

リトン X-100 0.05％加用）を供試した。 

 

2-3 検定方法 

 キャベツ葉浸漬・水挿法（浜村，1997）を改良した検定法（以下，

改良法）で実施した。すなわち，播種後 1～2 か月経過した結球前の葉

柄を残したキャベツ葉（品種：秋徳または秋徳 SP）を用い，所定濃度

に希釈した薬液に 10 秒間浸漬し，風乾した。検定容器として，直径

35mm，高さ 10mm の小型プラスチックシャーレ（nunc 社製，図Ⅲ-1-1(B)）

を用いた。プラスチックシャーレは底面を切り取り，0.1mm 以下のゴ

ースを切り取った底面に貼り，側面には直径 3mm 程度の穴を開けた。

プラスチックシャーレの蓋は，加工せずにそのまま使用した。処理し

たキャベツ葉の葉裏が供試面となるように検定容器で挟み，輪ゴムで

固定した。パスツールピペットを加工した吸虫管を用いて，側面の穴

より雌雄の区別なしに成虫を 10～30 頭放飼し，切り落とした綿棒の先

で側面の穴に栓をした。これをプラスチック製アイスクリームカップ

に水挿しして，25±2℃，日長 16L8D 条件で保持した（図Ⅲ-1-2）。処

理 120 時間後に，ルーペを用いて 4～8 倍の条件下で成虫の生死を調査

した。1 濃度当たり 3 反復を基本としたが，一部 2 反復で行った。薬

剤感受性試験では Abbot の式により補正し，プロビット法により LC50

値を算出した。殺虫効果試験では Abbot の式により補正死虫率を算出

した。なお，薬剤感受性検定法の比較では，改良法とキャベツ葉浸漬・

水挿法（浜村，1997）で検討した。  



49 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図Ⅲ-1-1 タバココナジラミ成虫の感受性検定に用いる検定容器  

(A)：キャベツ葉浸漬・水挿法（浜村，1997）の検定容器 

容器のサイズは，縦 12×横 20×高さ 7cm． 

 

表 

裏 

(B)：小型プラスチックシャーレ（直径 35mm）を用いた検定容器（改良法） 

(A) 

(B) 
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図Ⅲ-1-2 タバココナジラミ成虫の感受性検定法の手順（改良法）  
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3 結果 

3-1 薬剤感受性検定法の比較 

 2 種検定法における無処理での生存率を図Ⅲ-1-3 に示した。改良法

における無処理での生存率は，放飼 120 時間後において 96.6％と高か

った。また，2 種の検定法での無処理の生存率は，放飼 120 時間後ま

で差が認められなかった。 

 2 種検定法における LC50 値の経時的な比較を図Ⅲ-1-4 に示した。イ

ミダクロプリド水和剤，エトフェンプロックス乳剤およびピメトロジ

ン水和剤において，2 種検定法における処理 120 時間後までの LC50 値

は同様の傾向を示した。ピリダベン水和剤では，処理 48 時間後までの

LC50 値が改良法でやや高い傾向が認められた。しかし，処理 72 時間後

以降の LC50 値は，2 種検定法で同様な傾向であった。イミダクロプリ

ド水和剤，エトフェンプロックス乳剤およびピリダベン水和剤の LC50

値は，処理 72 時間後まで低下し，その後安定した。ピメトロジン水和

剤の LC50 値では，処理 120 時間後まで緩やかに低下した。 

 

3-2 タバココナジラミの薬剤感受性 

 Q（2004 年合志個体群）および B（1991 年合志個体群）成虫に対す

る各種薬剤の LC50 値を表Ⅲ-1-1 に示した。B に対するネオニコチノイ

ド剤の LC50 値は 2.3～13.2ppm と，常用濃度の 1/26～1/5 であった。ネ

オニコチノイド系以外の薬剤の LC50 値は，ピリダベン水和剤が 3.3 ppm

と常用濃度の 1/40～1/60，エトフェンプロックス乳剤が 11.9ppm と常

用濃度の約 1/17，ピメトロジン水和剤が 15.1ppm と常用濃度の約 1/5

であった。しかし，トルフェンピラド乳剤の LC50 値は 55.8ppm と常用

濃度の 1/3 以上であり，他剤に比べるとやや高い値であった。  
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 ネオニコチノイド剤に対する Q の感受性は，LC50 値により大きく 3

つに分けられた。LC50 値が 100ppm より低いジノテフラン水溶剤，ニテ

ンピラム水溶剤，800ppm より高いイミダクロプリド水和剤，クロチア

ニジン水溶剤，チアメトキサム水溶剤，それらの間にあたるアセタミ

プリド水溶剤，チアクロプリド水和剤であった。ネオニコチノイド系

以外の薬剤の LC50 値は，ピリダベン水和剤が 8.0ppm と低い値であった

ものの，トルフェンピラド乳剤が 784.2ppm，エトフェンプロックス乳

剤，ピメトロジン水和剤が 2000ppm 以上と高い値を示した。Q（2004

年合志個体群）に対する LC50 値が常用濃度以下の薬剤は，ピリダベン

水和剤，ジノテフラン水溶剤およびニテンピラム水溶剤の 3 剤であっ

た。 

 Q 成虫に対する各種薬剤の補正死虫率を表Ⅲ-1-2 に示した。2004 年

個体群に対して，供試した 7 薬剤の常用濃度での補正死虫率は 81.6～

100％と高かった。2012 年以降に採集した 6 個体群では，ジノテフラ

ン水溶剤，ニテンピラム水溶剤およびピリダベン水和剤の常用濃度の

補正死虫率は 0～85.1％と個体群で差が認められた。一方，アバメク

チン乳剤，レピメクチン乳剤，スピネトラム水和剤およびピリフルキ

ナゾン水和剤の常用濃度の補正死虫率は 88.1～100％と高かった。 

 Q 成虫（2004 年および 2013 年合志個体群）に対する各種薬剤の LC50

値を表Ⅲ-1-3 に示した。同じネオニコチノイド剤であるジノテフラン

水溶剤およびニテンピラム水溶剤の LC50 値は，2004 年個体群では 62.5

および 55.8ppm であったが，2013 年個体群では 231.8 および 116.9ppm

と常用濃度より高かった。ピリダベン水和剤の LC50 値は，2004 年個体

群の 8.0ppmに比べて 2013年個体群では 978.8ppmと約 122倍増加した。
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マクロライド系 3 薬剤とピリフルキナゾン水和剤の LC50 値は，2 個体

群に対して 0.2～4.9ppm と低かった。 
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図Ⅲ-1-3 2 種検定法の無処理区におけるタバココナジラミ成虫の

生存率の推移 

●：改良法 

△：キャベツ葉浸漬・水挿法（浜村，1997） 



55 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅲ-1-4 2 種検定法でのタバココナジラミバイオタイプ B の LC50 値 

の比較  ●：改良法 △：キャベツ葉浸漬・水挿法（浜村，1997） 
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4 考察 

 本研究で開発したタバココナジラミ成虫に対する薬剤感受性検定法

（改良法）は，無処理における成虫放飼 120 時間後の生存率が 96.6％

と高かった。また，系統の異なる 4 薬剤と同一個体群を用いてキャベ

ツ葉浸漬・水挿法（浜村，1997）と比較したところ，LC50 値は処理 120

時間後では同様な値を示した。これより改良法は，タバココナジラミ

成虫の薬剤感受性検定法として利用可能と考えられる。B 成虫の感受

性検定において，24 時間毎に 120 時間後まで LC50 値の推移を見ると，

ピメトロジン水和剤以外では処理 72 時間後以降の値は安定している。

しかし，遅効的な薬剤であるピメトロジン水和剤では，処理 120 時間

後まで LC50 値が低下しているため，薬剤感受性の評価は成虫放飼の 120

時間後に行う必要がある。改良法は検定に必要なスペースが小さく，

キャベツ葉浸漬・水挿法（浜村，1997）の 1 検体に必要なスペースで

約 6 検体の検定が可能であり，一度に大量の感受性検定が実施できる。 

 浜村（1999）は，我が国で発生した当初の B 成虫（感受性系統）を

用いて，各種薬剤の LC50 値を求めている。浜村（1999）と同じ 5 薬剤

について比較すると，本試験での LC50 値はほぼ同じかやや低い。本研

究に供試した B は，薬剤の暴露なしに 10 年以上室内で累代飼育してお

り，感受性が高いと考えられる。その感受性系統の B 成虫に対して，

トルフェンピラド乳剤以外の供試薬剤は LC50値が 2.3～15.1ppmであり

殺虫効果が期待できる。 

 我が国での発生初期と予想される 2004 年に採集された Q（2004 年合

志個体群）は，B（1991 年合志個体群）に比べて供試薬剤に対する感

受性が低いと考えられる。そのなかで Q に対して感受性が高かったの

は，ピリダベン水和剤，ジノテフラン水溶剤およびニテンピラム水溶
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剤であった。国内の Q 成虫に対する感受性の調査では，宮崎県（松浦，

2006），高知県（広瀬，2006），栃木県（山城，2007），福岡県（浦・嶽

本，2008），千葉県（大井田・津金，2008），三重県（西野，2008）お

よび大分県（岡崎ら，2010）の個体群でも 3 剤の感受性が高く，同様

な傾向を示している。このことは，我が国に Q が侵入した当初，同じ

特性を持った個体群が分散し，地域レベルでの感受性低下が起きてい

ないためと考えられている（岡崎ら，2010）。德丸・林田（2010）は，

Q（京都個体群）に対して卵，幼虫および成虫の薬剤感受性ならびに雌

成虫の産卵抑制効果を調べ，その感受性や産卵抑制効果が発育段階お

よび薬剤の種類により異なることを報告している。また，Q 全ての発

育段階に対して殺虫効果が高い薬剤は非常に少ないが，ピリダベン水

和剤は全ての発育段階で高く，早急に発生密度を低下させるのに有効

と評価した（德丸・林田，2010）。 

一方，Q の感受性について，福岡県の施設栽培トマトで採集した個

体群ではジノテフラン水溶剤に対して（浦・嶽本，2008），埼玉県の施

設栽培トマトで採集した個体群ではピリダベン水和剤に対して（近・

岩瀬，2012），いずれも感受性低下が疑われていた。2012～2014 年に

熊本県内のトマト，メロン圃場から採集した Q の 6 個体群は，ピリダ

ベン水和剤，ジノテフラン水溶剤およびニテンピラム水溶剤の補正死

虫率が 2004 年合志個体群に比べて低かった。また，2013 年合志個体

群は，その 3 剤の LC50 値が 2004 年合志個体群に比べて高くなっており，

感受性が低下していると考えられる。特に，ピリダベン水和剤につい

ては，感受性比（2013 年合志個体群の LC50 値/2004 年合志個体群の LC50

値）が 121.9 であり，抵抗性の発達した個体群が確認された。対照的

に，近年開発され 2010 年以降に農薬登録を取得したアバメクチン乳剤，
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レピメクチン乳剤，スピネトラム水和剤およびピリフルキナゾン水和

剤は，2012～2014 年に採集した Q 個体群では補正死虫率および LC50 値

が 2004 年合志個体群と比べて差がなく，感受性の低下が認められなか

った。 

スペイン，イタリアおよびドイツでは，ネオニコチノイド剤である

イミダクロプリド，チアメトキサムおよびアセタミプリドに対して感

受性が低下した Q 個体群が確認されている（Elbert and Nauen，2000； 

Nauen et al.，2002）。Horowitz et al.（2004）は，Q が優占してい

る個体群において，チアメトキサムで 12 世代淘汰するとアセタミプリ

ドに対する感受性比は 4 倍であったが，アセタミプリドで淘汰すると

チアメトキサムに対する感受性比が 554 倍になり，ネオニコチノイド

剤における交差抵抗性の違いを報告している。薬剤抵抗性の発達は，

同一薬剤あるいは同一系統薬剤を連用する場合に最も早いと考えられ

るが（浜，1997），本試験に供試した個体群の採集圃場では同一薬剤の

連用はなかった。そのためネオニコチノイド剤に対する感受性低下は，

交差抵抗性を含めて検討する必要がある。また，ネオニコチノイド剤

に対する抵抗性に関して，チトクローム P450 モノオキシゲナーゼの関

与が示唆されているが（Nauen et al.，2002；Rauch and Nauen，2003），

今後さらなる抵抗性発達のメカニズムの解明が望まれる。 

Q は， 一部のネオニコチノイド剤および合成ピレスロイド剤等の感

受性が低く，B と比べて感受性が低い傾向にある（Horowitz et al.， 

2003；樋口，2006；松浦，2006；小林，2007）。また，Q と B の混在

した個体群の室内飼育において， 薬剤無淘汰で 6 世代経過すると B 

が残存し，ピリプロキシフェンに対する感受性は高くなるが，同一個

体群をアセタミプリドやチアメトキサムで淘汰すると，21 世代後では
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Q が残存し，ピリプロキシフェンに対する感受性は低いままである

（Horowitz et al.，2005）。薬剤感受性が低い Q は薬剤防除後も残存

し，B に比べて発生割合が高くなっていったと考えられ，Q の低い薬

剤感受性が栽培作物で優占する要因として指摘されている（樋口ら，

2007；浦・嶽本，2008）。タバココナジラミに対して薬剤の処理回数が

増えると，抵抗性が発達した Q が主体となり，防除が困難となる可能

性が高い。さらに，Nauen et al.（2002）は，Q の室内飼育を無淘汰

で 25 世代行ったが，イミダクロプリドの感受性は低いままであり，感

受性の回復は認められなかったと報告している。これらのことから，

化学合成殺虫剤のみに依存した防除は，薬剤抵抗性の発達などにより

行き詰まる可能性が高い。そのためタバココナジラミに対する防除対

策は，物理的防除などの有効な対策を組み合わせて，総合的な技術で

取り組む必要がある。 

  



63 
 

第 2 節 TYLCV を保毒したタバココナジラミバイオタイプ Q に対する

薬剤の感染抑制効果 

1 緒言 

TYLCV の伝染環は，主に施設内外のトマトで形成されており（本多，

2006），施設トマトにおけるトマト黄化葉巻病は，野外から施設内に侵

入する保毒虫により 1 次感染が成立する。特に，生育初期に感染した

場合，着果しないなど被害が大きい（大貫，2000）。このため，トマト

黄化葉巻病の防除対策として，保毒虫が野外からハウス内へ侵入する

ことを防止するために，防虫ネットや近紫外線除去フィルムなどが利

用されている（松浦ら，2005；本多，2008a）。しかし，ハウス内への

侵入を完全に阻止することは困難であるため，生産者は侵入したタバ

ココナジラミに対して定植時期の粒剤とその後の散布剤により防除す

ることが多い。その際に，短期間に複数回の散布を行うなどの過度な

防除事例も認められている。これは保毒虫に対する薬剤の感染抑制効

果の有無やその持続期間に関する知見の不足が原因と考えられる。     

これまでに TYLCV を保毒した Q に対して，散布剤であるジノテフラ

ン水溶剤の感染抑制効果について報告されている（大矢・植草，2009a，

b）。しかし，その効果の持続期間については検討されていない。また，

チアメトキサムの散布は TYLCV を保毒した B に対して感染抑制効果

が認められ，その持続期間が 7 日程度とされているが（Mason et al.，

2000），保毒した Q に対する効果の持続期間や他薬剤については不明で

ある。そこで本研究では，一次感染を抑制するのに有効な散布間隔を

明らかにするための基礎的な知見を得ることを目的とし，保毒した Q

による 1 次感染を想定したジノテフラン水溶剤とピリフルキナゾン水

和剤の感染抑制効果およびその持続期間について室内および圃場試験
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で検討した。また，保毒虫に対する 2 種薬剤の忌避効果についても検

討した。  
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2 材料および方法 

2-1 供試虫および TYLCV 獲得 

2004 年 11 月に熊本県農業研究センター内（合志市）のメロン圃場

からタバココナジラミ成虫を採集し，25℃，16L8D に設定した恒温室

内においてキャベツ（品種： 秋徳 SP）を与えて累代飼育した。 本個

体群のバイオタイプは，mtCOI 領域の塩基配列の違いによる識別法（上

田，2006；三浦，2007）を用いて，供試前に Q であることを確認した。

室内試験での供試虫は，プラスチック製の飼育ケージ（30×36×40 cm）

にトマト黄化葉巻病の発病株を入れ，そこに累代飼育した羽化後 7 日

以内の雌成虫を 3 日間寄生させたものとした。 飼育ケージ内に放飼

した雌成虫のうち任意の 30 頭について，PCR 法（大貫ら，2004）に

より TYLCV の保毒状況を確認したところ，すべての個体から TYLCV を

示す位置（約 1.3 kbp）にバンドが確認されたことから，供試虫はす

べて保毒虫として扱った。また，圃場試験では，ガラスハウス内の隔

離された網室内に発病したトマト株（品種：ハウス桃太郎， 1/5000a

ワグネルポット植え）とともに健全なトマト株（品種：プリッツ，直

径 12cm ポリポット植え）を設置し，Q を放飼して各ステージが寄生し

ている発病株（品種：プリッツ）を試験に用いた。なお，トマト黄化

葉巻病の発病株は，2009 年 5 月に熊本市の現地トマト圃場から採集

した発病株由来の TYLCV イスラエル系統の保毒虫をトマト株に放飼

し，25℃，16L8D に設定した恒温室内で約 30 日間管理することで作

成した。 

 

2-2  2 種薬剤の処理後日数が感染に及ぼす影響（室内試験） 

直径 6 cm ポリポット植えで播種 14 日後のトマト苗（品種：ハウス
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桃太郎）の地上部を所定濃度に希釈した薬液に 10 秒間浸漬し（図Ⅲ

-2-1）， 風乾した。 供試薬剤はタバココナジラミ成虫に活性があるピ

リフルキナゾン水和剤 4,000 倍希釈液およびジノテフラン水溶剤

2,000 倍希釈液とし，展着剤は加用しなかった。対照には，薬剤を処

理しないトマト苗を供試した。これらのトマト苗 1 株をアクリル製の

筒（直径 9 cm×高さ 61 cm，上部と側面の 2 か所がナイロンゴース貼

り）で囲い（図Ⅲ-2-2），供試虫の雌成虫 3 頭を吸虫管で採集した後，

放飼した。放飼は薬剤処理当日，処理 7 日後および処理 14 日後のい

ずれかに行った。放飼を同一日に行うため，供試苗は播種日を調節し

て作成した。なお，供試苗は，処理当日で本葉が約 1 枚，処理 7 日後

で約 2 枚，処理 14 日後で約 3 枚展開していた（図Ⅲ-2-3）。放飼 3 日

後，アクリル製の筒を取り除いて生存虫数を計数後，吸虫管で採集し

た。その後，タバココナジラミの発生を防ぐために，無処理を含めた

すべてのトマト苗をピリフルキナゾン水和剤 4,000 倍に浸漬し，株元

にジノテフラン粒剤 2 g/株を処理した。雌成虫を除去してから 35 日

後，全供試株となる各区の 27 株（全区で 243 株）を対象に葉の黄化

および葉巻による病徴と PCR 法（大貫ら，2004）により発病および感

染の有無を調べた。試験は，25℃，16L8D に設定した恒温室内で行っ

た。各処理による感染株率および保毒虫の生存率の差については，処

理から保毒虫放飼までの日数ごとに G 検定を行った後，事後検定とし

て Holm 法で補正した Fisher の正確確率検定を行った。 
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図Ⅲ-2-1 供試するトマト苗の薬剤浸漬 

直径 6cm ポリポット植えで播種 14 日後のトマト苗（品種：ハウス桃

太郎）の地上部を所定濃度に希釈した薬液に 10 秒間浸漬した． 
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図Ⅲ-2-2 トマト苗に対する TYLCV を保毒したタバココナジラミバ

イオタイプ Q の放飼 
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図Ⅲ-2-3 供試したトマト苗 

(A)：本葉が約 1 枚展開した薬剤処理当日の苗（播種 14 日後） 

(B)：本葉が約 2 枚展開した薬剤処理 7 日後の苗（播種 21 日後） 

(C)：本葉が約 3 枚展開した薬剤処理 14 日後の苗（播種 28 日後） 

(A) (B) (C) 
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2-3 薬剤を処理したトマト株に対する保毒成虫の選好性（室内試験） 

感染抑制効果に差が生じる要因として，保毒虫に対する薬剤の忌避

効果が影響すると考えられるため，以下の実験を行った。直径 6 cm ポ

リポット植えで播種 30 日後のトマト苗（品種：ハウス桃太郎）の地

上部を所定濃度に希釈した薬液に 10 秒間浸漬し，風乾した。供試薬

剤はピリフルキナゾン水和剤 4,000 倍希釈液およびジノテフラン水

溶剤 2,000 倍希釈液を用い，展着剤は加用しなかった。また，無処理

は薬剤を処理しないトマト苗を供試した。これらのトマト苗から異な

る処理の 2 株をプラスチック製の飼育ケージ（ 30×36×40 cm）の中

央に 15 cm 離して配置した。供試虫の雌成虫 1 頭を 1.5 ml マイクロ

チューブに入れ， 配置したトマト苗の中間点（トマト苗から 7.5 cm）

に静置した（図Ⅲ-2-4）。静置から 5 分後にふたを外し，どちらのト

マト株へ寄生しているか観察した。事前の観察で一度トマト株へ寄生

すると 20 分以上移動が認められなかったため，観察は 20 分おきに 3 

回行い，寄生を確認した場合終了とした。ただし，60 分後でもトマト

株へ寄生していない場合，その試験は無効とした。試験は 25°C，明

条件に設定した恒温室内で，3 つの組み合わせのそれぞれについて 32 

回行った。なお，試験に供試した雌成虫とトマト苗は，1 回の試験ご

とに新しいものと交換した。各処理による寄生数の差については，χ 2

独立性検定により比較した。  
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図Ⅲ-2-4 TYLCVを保毒したタバココナジラミバイオタイプ Qの選好

性試験 

プラスチック製の飼育ケージ（30×36×40cm）の中央に，TYLCV を保

毒した雌成虫 1 頭が入った 1.5ml マイクロチューブを設置した． 

15cm 

7.5cm 

1.5ml 
マイクロチューブ 
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2-4 薬剤の散布間隔と感染抑制効果（圃場試験） 

 開口部に目合い 0.4mm の防虫ネットが展張された熊本県農業研究セ

ンター内のガラスハウス（8×21m）1 棟を用いた。2014 年 8 月 18 日に

播種し，育苗用ガラスハウス内に目合い 0.4mm の防虫ネットで作製し

た網室で育苗し，約 9 葉で第 1 花房が開花したトマト苗（品種：りん

か 409）を用い，9 月 29 日に畝幅 140cm で 5 畝を設け，株間 50cm の 1

条植えで 180 株を定植した。試験は 2 種薬剤のそれぞれについて 7 日

間隔で 5 回散布する区，14 日間隔で 3 回散布する区および無散布区を

設け，1 区 12 株として各区 3 反復を完全無作為化法で配置した。初回

散布は 7 日間隔および 14 日間隔の散布区ともに定植 11 日後の 10 月

10 日であった（図Ⅲ-2-5）。薬剤散布は背負式動力噴霧器を用い，所

定濃度に希釈した薬液を 10a あたり 200～300L で行った。試験期間中

の施肥・一般管理は慣行とし，供試薬剤以外の散布は行わなかった。

初回散布後，Q が寄生したポット植えの発病株を各区 12 株の中央に 1

株設置して保毒虫を放飼した。配置した発病株は，設置当日では株あ

たりの虫数が成虫 4.3±0.6 頭（平均±SE），4 齢幼虫 2.0±0.6 頭寄生

しており，試験終了まで置いた。供試ハウス内の高さ 100cm に温度デ

ータロガー（おんどとり Jr.TR-52i）を設置し測定したところ，試験

期間中の平均気温は 20.5℃であった。 

 Q の発生は，1 回目散布直前から 7 日間隔を目安に，1 処理（12 株）

のうち 8 株について，上，中および下位から 1 株につき 3 複葉を選び，

寄生している成虫と 4 齢幼虫を見取り調査した。トマト黄化葉巻病の

発病は，全株を対象として，黄化とともに葉巻症状を示した株を数え

た。調査は初回散布 54 日後まで行った。なお，発病した株は抜き取ら

ずにそのままとした。各区の感染株率については，ロジスティック回
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帰分析後に事後検定として Bonferroni 法で補正した G 検定を用いた。

また，各区の成虫および 4 齢幼虫数の差については，ポアソン回帰分

析後に事後検定として Bonferroni 法で補正した Mann-Whitney U 検定

を用いた。  
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試験終了日 

TYLCV 発病株の 

設置 54 日後 

（2014 年 12 月 3 日撮影） 

図Ⅲ-2-5 圃場試験の様子 

図中の○印は，設置した TYLCV 発病株を示す． 

TYLCV 発病株の 

設置 21 日後 

（2014 年 10 月 31 日撮影） 

試験開始日 

定植 11 日後で，TYLCV 

発病株の設置日 

（2014 年 10 月 10 日撮影） 
発病株 
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3 結果 

3-1  2 種薬剤の処理後日数が感染に及ぼす影響  

薬剤処理したトマト株における TYLCV 感染株率を表Ⅲ-2-1 に示し

た。なお，感染株はすべて発病していた。薬剤処理当日に保毒虫を放

飼したトマト苗の感染株率は， 無処理の 51.9％ に比べてピリフルキ

ナゾン水和剤およびジノテフラン水溶剤処理それぞれで 0％，3.7％ 

と有意に低かった（G 検定，G＝31.678，df＝2，p＜0.0001）。薬剤処

理 7 日後に保毒虫を放飼したトマト苗の感染株率は，無処理の 63.0％ 

に比べてピリフルキナゾン水和剤およびジノテフラン水溶剤処理で

11.1％，14.8％ と有意に低かった（G 検定，G＝21.363，df＝2，p＜

0.0001）。薬剤処理 14 日後に保毒虫を放飼したトマト苗の感染株率は， 

無処理の 51.9％ に比べてピリフルキナゾン水和剤およびジノテフラ

ン水溶剤処理で 48.1％，70.4％と有意な差は認められなかった（G 検

定，G＝3.190，df＝2，p＝0.203）。 

薬剤処理したトマト株における保毒虫の生存率を表Ⅲ -2-2 に示し

た。いずれの区もアクリル製の筒に付着して死亡する個体が多く認め

られた。薬剤処理当日に放飼した保毒虫の生存率は，無処理の 24.7％ 

に比べてピリフルキナゾン水和剤およびジノテフラン水溶剤処理とも

に 0％ と有意に低かった（G 検定，G＝47.655，df＝2，p＜0.0001）。

薬剤処理 7 日後に放飼した保毒虫の生存率は，無処理の 30.9％ に比

べてピリフルキナゾン水和剤およびジノテフラン水溶剤処理で 0％，

2.5％ と有意に低かった（G 検定，G＝50.659，df＝2，p＜0.0001）。

薬剤処理 14 日後に放飼した保毒虫の生存率は無処理の 43.2％ に比

べて，  ピリフルキナゾン水和剤およびジノテフラン水溶剤処理で

14.8％，19.8％ と有意に低かった（G 検定，G＝18.873，df＝2，p＜0.0001）。  
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表Ⅲ-2-1 TYLCVを保毒したタバココナジラミに対する 2種薬剤の感

染抑制効果 

表中の異なる英小文字間に有意差あり 

（G 検定後に Holm 法で補正した Fisher の正確確率検定，p＜0.05）． 

感染株数/
供試株数

感染
株率

感染株数/
供試株数

感染
株率

感染株数/
供試株数

感染
株率

ピリフルキナゾン
水和剤

0/27 0.0 a 3/27 11.1 a 13/27 48.1 a

ジノテフラン
水溶剤

1/27 3.7 a 4/27 14.8 a 19/27 70.4 a

無処理 14/27 51.9 b 17/27 63.0 b 14/27 51.9 a

TYLCV保毒虫の放飼日

処理当日 処理7日後 処理14日後
供試薬剤

表中の異なる英小文字間に有意差あり
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表Ⅲ-2-2 TYLCVを保毒したタバココナジラミに対する 2種薬剤の殺

成虫効果 

表中の異なる英小文字間に有意差あり 

（G 検定後に Holm 法で補正した Fisher の正確確率検定，p＜0.05）． 

生存虫数/
供試虫数

生存
虫率

生存虫数/
供試虫数

生存
虫率

生存虫数/
供試虫数

生存
虫率

ピリフルキナゾン
水和剤

0/81 0.0 a 0/81 0.0 a 12/81 14.8 a

ジノテフラン
水溶剤

0/81 0.0 a 2/81 2.5 a 16/81 19.8 a

無処理 20/81 24.7 b 25/81 30.9 b 35/81 43.2 b

供試薬剤

TYLCV保毒虫の放飼日

処理当日 処理7日後 処理14日後
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3-2 薬剤を処理したトマト株に対する保毒成虫の選好性 

3 つの組み合わせによる試験では，いずれの組み合わせにおいても

ほぼ半数ずつ寄生しており，両者の間に有意な差は認められなかった

（表Ⅲ-2-3）。  
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表Ⅲ-2-3 薬剤処理したトマト苗に対する TYLCV を保毒したタバコ

コナジラミバイオタイプ Q の選好性 

処理区 寄生数 χ 2 検定

ピリフルキナゾン水和剤 15

無処理 17

ジノテフラン水溶剤 16

無処理 16

ピリフルキナゾン水和剤 17

ジノテフラン水溶剤 15
χ 2

＝0.125，df＝1，p＝0.724

χ 2＝0.125，df＝1，p＝0.724

χ 2
＝0.000，df＝1，p＝1
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3-3 薬剤の散布間隔と感染抑制効果 

 所定の間隔で薬剤散布したトマト株における TYLCV の発病株率の推

移を図Ⅲ-2-6 に示した。無散布区では，保毒虫放飼 24 日後に発病株

を初確認し，その後増加して放飼 54 日後の発病株率は 63.9％であっ

た。ピリフルキナゾン水和剤およびジノテフラン水溶剤の 7 日間隔散

布では，放飼 48 日後に発病株を初確認し，放飼 54 日後の発病株率は

それぞれ 8.3％，5.6％であった。一方，14 日間隔散布では，放飼 35

日後に発病株を初確認し，放飼 54 日後の発病株率はピリフルキナゾ

ン水和剤処理で 22.2％，ジノテフラン処理で 36.1％であった。各処

理区の発病株率は，7 日間隔散布の 2 試験区で最も低く，次いで 14

日間隔散布の 2 試験区で低かった（ロジスティック回帰分析，薬剤処

理：G＝ 143.065， df＝4，p＜ 0.0001；放飼後日数： G＝108.179， df

＝1，p＜0.0001；交互作用：G＝4.877，df＝4，p＝0.300）。 

 所定の間隔で薬剤散布したトマト株における Q の密度推移を図Ⅲ

-2-7 に示した。保毒虫放飼前の調査では，成虫は 1 複葉あたり 0.04

～0.06 頭と低密度ながら自然発生していたが，4 齢幼虫は認められな

かった。無散布区での成虫数は，放飼 40 日後までは 1 複葉あたり 1

頭以下であったが，放飼 48～54 日後では 1.11～1.64 頭に増加した。

一方，7 日間隔および 14 日間隔で散布した区の成虫数は，放飼 54 日

後まで 1 複葉あたり 0.15 頭以下と，無散布区に比べて有意に少なかっ

た（ポアソン回帰分析，薬剤処理：G＝19.010，df＝4，p＜0.001；放

飼後日数：G＝0.366，df＝1，p＝0.545；交互作用：G＝1.080，df＝4，

p＝0.897）。無散布区での 4 齢幼虫数は，放飼 21 日後の初確認後，継

続的に増加して放飼 54 日後では 1 複葉あたり 2.69 頭であった。一方，

薬剤を散布した各区における幼虫の発生は認められておらず，無散布
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区に比べて有意に少なかった（ポアソン回帰分析，薬剤処理：G＝27.598，

df＝4，p＜0.0001；放飼後日数：G＝0.000，df＝1，p＝1.000；交互作

用：G＝0.055，df＝4，p＝0.999）。  
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図Ⅲ-2-6 薬剤の散布間隔が異なる各区における TYLCV 発病株率の

推移 

 ：7 日間隔での薬剤散布日， ：14 日間隔での薬剤散布日 

図中の異なる英小文字間に有意差あり（ロジスティック回帰分析後

に Bonferroni 法で補正した G 検定，p＜0.05）． 
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図Ⅲ-2-7 薬剤の散布間隔が異なる各区におけるタバココナジラミ

バイオタイプ Q の密度推移 

 ：7 日間隔での薬剤散布日， ：14 日間隔での薬剤散布日 

図中の異なる英小文字間に有意差あり（ポアソン回帰分析後に

Bonferroni 法で補正した Mann-Whitney U 検定，p＜0.05）． 
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4 考察 

本研究では，野外からハウス内へ侵入した保毒虫によるトマト株の

TYLCV 感染（1 次感染）を想定し，その感染に対する薬剤の感染抑制

効果を検討した。また，1 次感染が想定される生育初期のトマト株と

同様に，薬剤処理後に新たな葉が展開する条件で薬剤の効果を検討し

た。室内試験において 2 種薬剤を処理したトマト苗の感染株率は，無

処理に比べて処理当日および処理 7 日後で有意に低かった。さらに感

染株率は処理後日数に伴い増加する傾向にあった。これらのことから，

供試した 2 薬剤は感染抑制効果を有し，その効果は時間の経過に伴い

低下すると考えられる。また，処理 14 日後の感染株率はすべての区で

差が認められなかったことから，供試した 2 薬剤の感染抑制効果は処

理後 7 日間持続することが期待できる。 

保毒虫の感染能力については，TYLCV を保毒した B を 10 頭放飼した

試験で最短 15 分の吸汁によりトマト株に感染が認められている

（Mehta et al.，1994）。本多（ 2006）は，タバココナジラミ成虫が

TYLCV を一旦保毒すると，新たなトマト株での接種吸汁によるウイル

ス感染は速やかに起こると予想している。また，薬剤を処理したトマ

ト株に対する保毒成虫の選好性を調べた結果，供試した 2 種薬剤は，

保毒虫に対して忌避効果が認められなかった。これらのことから，薬

剤処理したトマト株に保毒成虫が寄生して接触した後，吸汁抑制や殺

成虫効果などの処理薬剤の即効的な効果発現により，感染抑制効果が

認められたと考えられる。 

一方，処理 14 日後に放飼した保毒虫の生存率は，無処理に比べて 2 

種薬剤とも有意に低かった。これらのことから，薬剤による感染抑制

効果と殺虫効果には差があると考えられる。保毒虫の生存率は処理 14 
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日後でも薬剤処理区と無処理区の間で差が認められたにも関わらず，

感染株率は差が認められなかった。これは，ウイルスを媒介した後に

死亡すること，1 株に 3 頭放飼したうち 1 頭が生存しても感染が成立

することが要因として考えられる。 

圃場試験における 2 種薬剤の感染抑制効果は，無散布区に比べてい

ずれの散布間隔でも認められたが，14 日間隔散布に比べて 7 日間隔散

布で高かった。一方，トマト株における Q の発生は，無散布区に比べ

て薬剤散布した 4 区で明らかに少なく，成虫および 4 齢幼虫数におい

て散布した 4 区で差が認められなかった。この圃場試験の結果は，設

置した発病株から飛来した保毒虫が薬剤処理したトマト株上で死亡し

ているものの，感染が抑制されていないことを示している。前述した

とおり，トマト株での接種吸汁によるウイルス感染は速やかに起こる

ため（本多，2006），保毒虫がウイルスを感染させた後に死亡したと考

えられる。すなわち 14 日間隔散布は，時間の経過とともに保毒虫を死

亡させるまでの時間が必要となりウイルスが感染したため，7 日間隔

散布に比べて感染抑制効果が低くなったと推測される。なお，保毒虫

に対する感染抑制効果および成幼虫に対する密度抑制効果は，供試し

た 2 種薬剤で差が認められなかった。 

TYLCV を保毒した B に対する感染抑制効果については，チアメトキ

サム（Mason et al.，2000）とピメトロジン（Polston and Sherwood，

2003）で確認されている。TYLCV を保毒した Q に対しては，感受性の

高いジノテフラン水溶剤またはニテンピラム水溶剤の感染抑制効果が

認められるものの十分でなかったと報告されている（大矢・植草，

2009ab）。この要因として，大矢・植草（2009ab）では放飼した保毒虫

の密度が高いこと，保毒虫の暴露期間が 7 日と長いことなど，本研究
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に比べて TYLCV の感染圧が高いことが推測される。薬剤による感染抑

制効果を得るためには，保毒虫の密度を低下させるなどの感染圧を低

くすることが重要と考えられる。森田ら（2013）は，CCYV を保毒した

Q に対してジノテフラン水溶剤およびピリフルキナゾン水和剤の感染

抑制効果を報告している。さらに，その効果はピリフルキナゾン水和

剤に比べてジノテフラン水溶剤で高いとされているが（森田ら，2013），

本研究では TYLCV を保毒した Q に対する 2 種薬剤の感染抑制効果は同

等と考えられる。この違いは，供試した Q 個体群の薬剤感受性が異な

ること，ウイルスによって感染するまでの接種吸汁時間が異なること

等が要因と推測される。 

本研究の結果から，供試した 2 種薬剤を用いて Q の密度抑制を目的

とする場合は 14 日間隔の散布が，TYLCV の感染抑制を目的とする場

合は 7 日間隔の散布が有効と考えられる。しかし，本研究の室内試験

ではトマト苗 1 株に対して 3 頭の保毒虫を 3 日間放飼し，圃場試験

では Q が寄生した発病株を感染源として設置しているため，生産現場

よりも感染圧が高く過大評価している可能性がある。そのため本結果

については現地試験等で実証していく必要がある。また，保毒虫に対

する薬剤の感染抑制効果については，保毒虫の薬剤感受性や密度など

が影響すると考えられるため，今後，その関係性を明らかにする必要

がある。  
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第 3 節 CCYV を保毒したタバココナジラミバイオタイプ Q に対する粒

剤の被害抑制効果と処理時期の検討 

1 緒言 

 2004 年，熊本県のメロン栽培地域においてメロンの葉が黄化する障

害が発生した。この黄化症状は，Q および B が媒介するウリ類退緑黄

化ウイルス（CCYV）による新規病害であることが明らかになり，メロ

ン退緑黄化病（以下，退緑黄化病）と命名された（行徳ら，2009）。こ

の退緑黄化病の発病株は，葉が黄化することによる草勢の低下，さら

には果実重量および糖度が低下することから（行徳，2008），生産現場

で大きな問題となっている。 

 退緑黄化病と同様に，Q および B が媒介するトマト黄化葉巻病では，

ネオニコチノイド系粒剤による媒介抑制効果が認められている（内

川・小川，2005；大矢・植草，2009ab）。行徳（2008）は，退緑黄化病

に対する防除対策の一つとして定植時における粒剤処理の重要性を挙

げているが，これまでに試験事例がない。また，株元や土壌中に処理

する粒剤は，植物体内に吸収されてタバココナジラミに防除効果を示

すまでに時間を要すると考えられ，処理時期の検討も必要である。そ

こで，退緑黄化病に対する粒剤処理の被害抑制効果と効果的な処理時

期を検討した。  
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2 材料および方法 

2-1 試験圃場および栽培管理 

試験は，2008 年および 2009 年の 2 か年実施した。育苗および圃場

試験は，熊本県農業研究センター内のガラスハウス（間口 8ｍ × 長

さ 21ｍ）で行った。ガラスハウスには天窓と側窓があり，側窓のみに

目合い 0.4mm の防虫ネット（ダイオ化成（株）製，ダイオサンシャイ

ンスーパーソフト N-4700，以下同じ）を展張した。育苗用ガラスハウ

スには，目合い 0.4mm の防虫ネットで囲った網室を組み立て，網室内

で育苗した。 

 試験圃場には，9cm ポットで 18～19 日間育苗した約 3.5 葉のメロン

苗（品種：アールスセイヌ秋冬Ⅱ）を定植した。栽植密度は，株間 45

～50cm，畝間 140cm とした。なお，2008 年は 9 月 2 日に定植，9 月 23

～28 日に交配，11 月 25 日に収穫し，2009 年は 8 月 24 日に定植，9

月 11～14 日に交配，11 月 10 日に収穫した。施肥および灌水等の一般

管理は，熊本県の栽培基準に準じた。 

 

2-2 試験区の構成 

 熊本県で施設果菜類に発生しているタバココナジラミは，ほとんど

が Q と考えられる（樋口ら，2007）。このため，本種に対して効果が高

く，トマト黄化葉巻病に対して媒介抑制効果が認められるジノテフラ

ン 1％粒剤（大矢・植草，2009ab）を処理した。 

 試験区は，定植 2 日前にメロン苗の株元にジノテフラン 1％粒剤を 1 

g/株処理した育苗期後半処理区（以後，育苗後半区），定植時の植穴に

ジノテフラン 1％粒剤を 1 g/株処理した定植時処理区（以後，定 

植時区）とした。無処理区には，アブラムシ類防除のため，Q に活性
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が低いクロチアニジン 0.5％粒剤（樋口，2006）を定植時の植穴に 1 g/

株処理した。供試株数は，2008 年には 1 区 10 株の 3 反復，2009 年に

は 1 区 10 株の 2 反復とした。育苗後半区および定植時区には，粒剤と

の体系処理剤として，2008 年 9 月 22 日（定植 20 日後）および 2009

年 9 月 10 日（定植 17 日後）に Q を対象としてピリダベン 20％水和剤

を散布した。また，このほか，2009 年 10 月 1 日（定植 38 日後）にア

ザミウマ類を対象としてエマメクチン安息香酸塩 1％乳剤を散布した。 

 

2-3 バイオタイプ Q および CCYV の接種方法 

試験には，2004 年 11 月 15 日に熊本県農業研究センターガラスハウ

ス内のメロンから採集し，累代飼育した Q 個体群を用いた。累代飼育

は，25℃，16L8D 条件の恒温室内でキャベツ（品種：秋徳）を用いて

行った。なお，三浦（2007）の方法により Q であることを確認した。 

熊本県農業研究センター内のメロンで自然発生し， Okuda et al. 

（2010）の方法に準じて RT-PCR 法によって同定した CCYV を接種に用

いた。CCYV に感染したメロン株を置いた網室内に，1/5，000a ワグネ

ルポットに植えたメロン苗（品種：アールスセイヌ秋冬Ⅱ）を設置し，

供試個体群を放飼した。その後，苗を約 30 日間網室内で育成し，発病

したメロン株を接種源とした。接種源とした発病株は，2008 年では葉

数 10 枚に揃えた 9 株，2009 年では葉数 3 枚に揃えた 6 株であった。

各区に対する感染圧が同じになるように，発病株を定植直後から栽培

後半まで試験圃場の畝間に設置した。設置時の Q の株当たり寄生虫数

（平均±SE）は，2008 年には成虫 140.9±21.0 頭，4 齢幼虫 59.3±9.7

頭，2009 年には成虫 17.2±2.8 頭，4 齢幼虫 34.7±8.5 頭であった。 
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2-4 バイオタイプ Q および退緑黄化病の調査方法 

 各試験区の 8 株の上，中，下位から 1 葉（3 葉/株）を任意に選び，

葉上の Q の成虫数と 4 齢幼虫数を定植後から概ね 7 日間隔で調査した。

ただし，2009 年の 2 回目までの調査では，全葉を対象とした。  

 発病の有無と発病の程度については，全株を対象に定植後から概ね

10 日間隔で調査し，発病株率と発病度を求めた。発病は退緑小斑点，

あるいは本症状から進展した黄化葉の有無で判断した。発病度は，発

病葉率の違いにより株ごとの発病指数を求め（発病指数 0：発病なし，

1：発病葉率 25％未満，2：同 25～50％未満，3：同 50～75％未満，4：

同 75％以上），以下の式を用いて算出した。  

 

発病度=｛Σ（発病指数× 発病指数別株数）｝×100  
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3 結果 

3-1 バイオタイプ Q の密度推移 

 2008 年の無処理区における Q の寄生虫数のピークは，成虫では定植

59 日後の 187.7 頭/葉，4 齢幼虫では定植 78 日後の 278.0 頭/葉であっ

た（図Ⅲ-3-1）。2009 年の無処理区における寄生虫数ピークは成虫，4

齢幼虫ともに定植 63 日後であり，その密度は成虫で 8.0 頭/葉，4 齢

幼虫で 20.8 頭/葉であった。株当たり放飼虫数が多かった 2008 年には

2009 年に比べて Q のピーク時密度が高く，高密度で推移した。  

 2008 年の試験では，育苗後半区と定植時区の定植 20 日後までの累

積成虫数は，それぞれ 5.8 頭/葉と 4.6 頭/葉であり，無処理区（23.6

頭/葉）に比べて少なかった（図Ⅲ-3-1）。無処理区では定植 14 日後に

4 齢幼虫が初確認され，定植 20 日後に 6.8 頭/葉となったが，育苗後

半区および定植時区では定植 20 日後まで認められなかった。試験期間

を通じて，成虫および 4 齢幼虫数の推移は，育苗後半区と定植時区で

同じ傾向であった。 

 2009 年の試験では，定植 16 日後までの累積成虫数は，定植時区で

は 6.0 頭/葉と無処理区の 7.4 頭/葉と同等であったが，育苗後半区で

は 3.5頭/葉であり，無処理区に比べて約 1/2と少なかった（図Ⅲ-3-1）。

無処理区では定植 16 日後に 4 齢幼虫が初確認され，その密度は 0.2

頭/葉であったが，育苗後半区および定植時区では定植 20 日後まで認

められなかった。ピリダベン 20％水和剤散布後の初回調査である定植

24 日後から調査終了まで，成虫数および 4 齢幼虫数には，粒剤処理し

た 2 区の間に差が認められなかった。  
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図Ⅲ-3-1 タバココナジラミバイオタイプ Q 成虫および 4 齢幼虫の

密度推移 

縦軸は対数目盛である． 

図中の縦線は標準誤差を示す． 
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3-2 メロン退緑黄化病の発病推移 

2008 年の無処理区では，定植 27 日後に退緑黄化病の発病株率が

100％になり，定植 48 日後の発病度は 100 であった（図Ⅲ-3-2）。2009

年の無処理区では，定植 31 日後の発病株率が 100％で，最終調査であ

る定植 72 日後の発病度は 97.5 であった。調査期間を通じて，株当た

り放飼虫数が多かった 2008 年には 2009 年に比べての退緑黄化病の発

病度が高く推移した。 

2008 年の定植 20 日後の発病株率および発病度は，育苗後半区では

3％および 2，定植時区では 67％および 38 と，無処理区（90％および

48）に比べて低かった（図Ⅲ-3-2）。また，育苗後半区の発病株率およ

び発病度は，定植 27 日後まで定植時区の 1/2 以下であった。しかし，

定植 38 日後には両区ともに全株発病し，発病度は育苗後半区 65，定

植時区 97 と，その差が小さくなり，定植 69 日後には，両区とも 100

に近づいた（図Ⅲ-3-3）。 

2009 年の定植 14 日後の発病株率および発病度は，育苗後半区では

0％および 0，定植時区では 40％および 10 と，無処理区（70％および

18）に比べて低かった（図Ⅲ-3-2）。また，育苗後半区の発病株率およ

び発病度は，定植 53 日後まで定植時区の 1/2 以下，定植 63 日後以降

では 2/3 以下であった。 

2 か年の試験を通じて，育苗後半区における発病の初確認時期は定

植 20～23 日後であった。これは定植時区および無処理区の定植 13～

14 日後に比べて遅かった。  
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図中の縦線は標準誤差を示す． 
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（2008 年 9 月 2 日撮影） 

定植 84 日後 

（2008 年 11 月 25 日撮影） 

定植 39 日後 

（2008 年 10 月 11 日撮影） 

図Ⅲ-3-3 試験圃場でのメロン退緑黄化病の発生状況（2008 年） 
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3-3 果実重量および糖度に対する影響 

2 か年の試験において，育苗後半区の果実重量および糖度は，定植

時区と差がなかったものの，無処理区に比べて有意に重量が重く，糖

度が高かった（表Ⅲ-3-1）。一方，定植時区では，無処理区と比べて

2008 年の果実糖度のみ有意に高かった。  
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果実重量
(g)

果実糖度
(Brix)

果実重量
(g)

果実糖度
(Brix)

育苗後半区 1,547±80 a 13.1±0.1 a 1,974±22 a 15.8±0.3 a 

定植時区 1,408±46 ab 11.2±0.3 a 1,675±63 ab 14.3±0.2 ab

無処理区 1,149±21 b 9.0±0.3 b 1,009±154 b 9.7±1.0 b

2008 2009

表Ⅲ-3-1 メロン果実の重量および糖度 

a）表中の数値は平均値±SE． 

異なる英小文字間に有意差あり（Tukey HSD 検定，p＜0.05）． 
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4 考察 

果菜類において，ジノテフラン 1％粒剤を定植時に植穴処理した時

の Qに対する密度抑制効果は 20～30日とされている（樋口・行徳，2011）。

このため，定植時の粒剤処理単独で収穫時期まで Q を防除することは

困難と予想される。生産現場での活用を考慮し，本研究においては，Q

に効果が認められるピリダベン 20％水和剤（德丸・林田，2010）との

体系処理を行った。したがって，ピリダベン 20％水和剤の散布前まで

はジノテフラン 1％粒剤単独の防除効果であり，散布後は体系処理の

防除効果である。 

 2 か年の試験ともに，ピリダベン 20％水和剤の散布前には，ジノテ

フラン 1％粒剤を処理した 2 区の発病株率および発病度は，無処理区

に比べて低かった。このことから，ジノテフラン 1％粒剤は，退緑黄

化病に対して媒介抑制効果があることが確認された。また，育苗後半

区では，定植時区に比べて発病株率および発病度が低く，媒介抑制効

果が高いと考えられる（樋口・行徳，2010）。 

 一方で，ジノテフラン 1％粒剤の成虫に対する密度抑制効果，すな

わちピリダベン 20％水和剤の散布前までの累積成虫数は，媒介抑制効

果と異なる傾向であった。粒剤処理した 2 区の累積成虫数は，2008 年

ではほぼ同等で，2009 年では育苗後半区でやや少なかった。しかし，

育苗後半区の媒介抑制効果は，2 か年とも定植時区に比べて高かった。

ジノテフランを含むネオニコチノイド系殺虫剤は，殺虫作用だけでな

く，吸汁行動の抑制作用を持つ（日本植物防疫協会，2009）。このため，

ジノテフラン 1％粒剤の CCYV 媒介抑制効果には，成虫に対する密度抑

制効果だけでなく，吸汁抑制効果も関与していると推察される。つま

り，メロン株に成虫が存在しているものの，吸汁行動が抑制されるた
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めに CCYV を媒介できないことが考えられる。 

 ジノテフラン粒剤と同系統のイミダクロプリド 1％粒剤（2g/株）ま

たはアセタミプリド 2％粒剤（1 g/株）をトマト定植時にの植穴処理

すると，トマト株内の殺虫成分の濃度は，処理後上昇しながら処理 7

日後にピークとなる（橋本，2007）。ジノテフラン 1％粒剤についても，

処理後に植物体内の成分濃度が上昇し，吸汁抑制あるいは殺虫効果が

認められる濃度に到達するまで，一定の時間を要すると考えられる。

したがって，定植時区のメロン株では，定植後から一定の時間は粒剤

の効果が期待できない。一方，定植 2 日前に処理した育苗後半区のメ

ロン株は，定植時に吸汁抑制あるいは殺虫効果が認められる濃度に上

昇していたと予測される。このため，定植直後の育苗後半区は定植時

区に比べて媒介抑制効果が高くなり，この違いが粒剤処理した 2 区の

効果の差になったと推察される。 

 収穫果実の品質は，育苗期後半または定植時の粒剤処理とその後の

散布剤の影響を受けるため，体系処理の結果として現れる。本研究に

おいて果実重量および糖度をみると，定植時区では無処理区に比べて

2008 年の糖度で有意に高かったのみであるが，育苗後半区では無処理

区に比べて 2 か年とも有意に重量が重く，糖度が高かった。林田ら

（2009）は，発病時期が早いほど，果実重量および糖度が低下すると

報告している。行徳（2008）は，発病時期が早いほど被害も大きくな

ると報告している。このことから，ジノテフラン 1％粒剤の育苗期後

半処理と散布剤の防除体系は，定植時の植穴処理と散布剤の防除体系

に比べて果実の品質が高くなることが示唆された。  

 内川・小川（2005）は，タバココナジラミバイオタイプ B を用いた

トマト黄化葉巻病に対する試験で，定植直後から媒介虫が多発生する
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条件では，ネオニコチノイド系粒剤の育苗期後半処理の媒介抑制効果

は定植時処理に比べて高いと報告している。本研究での Q を用いた退

緑黄化病の試験から，ジノテフラン 1％粒剤の育苗期後半処理は，定

植時の植穴処理に比べて被害抑制効果が高いと考えられる。今後，散

布薬剤との防除体系を構築するには，育苗期での最適な粒剤の処理時

期や残効を明らかにする必要がある。  
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第Ⅳ章 総合考察 

 果菜類などの重要害虫として知られているタバココナジラミは，熱

帯，亜熱帯および温帯地域の世界各地に広く生息するとともに，薬剤

感受性や寄主適合性などの生物的特徴が異なる多くのバイオタイプの

存在が知られている（Perring，2001）。これまで我が国で確認された

バイオタイプとしては，在来系統である JpL（宮武，1980；Ueda et al.，

2009）および Nauru（Ueda et al.，2009；貴島ら，2011a，b），海外

から侵入した B（大戸，1990；松井，1993）および Q（Ueda and Brown，

2006）の主に 4 種類である。特に，2004 年に熊本および鹿児島県に

おいて，初めて確認された Q（Ueda and Brown，2006）は，B と同様に

寄主範囲が広いことに加え（飯田ら，2009，2010），海外ではネオニコ

チノイド剤やピリプロキシフェンに対して抵抗性が発達した個体群が

報告されるなど（Nauen et al.，2002；Horowitz et al.，2003），低

い薬剤感受性が特徴であった。本研究では，我が国で発生するタバコ

コナジラミのなかで，新しく確認され急速に分布域を拡大している Q

を主な対象とした。 

 タバココナジラミによる被害は，直接的な吸汁害よりも病原ウイル

スを媒介することによる間接的な被害が大きい（本多，2008a）。タバ

ココナジラミが媒介するウイルスは多数存在するが，九州地域で特に

問題となっている病原ウイルスは， Begomovirus 属である TYLCV と

Crinivirus 属である CCYV の 2 種である（樋口，2014）。昆虫媒介性ウ

イルス病の防除においては，ウイルス媒介昆虫とウイルス源，栽培植

物の間の伝染環をいかに断ち切るかが重要である（本多，2005）。 そ

のために防除対策は，ウイルスを保毒したタバココナジラミに対する

「侵入防止対策」，「増殖防止対策」および「移出防止対策」に分ける
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ことができる。 

本研究では，タバココナジラミの生態解明および防除対策のなかで

「増殖防止対策」について検討している。本稿の第Ⅱ章ではタバココ

ナジラミの生態解明として，第 1 節で熊本県に発生しているタバココ

ナジラミのバイオタイプを調査した。さらに，第 2 節では熊本県での

タバココナジラミの野外越冬の可否を明らかにするために，Q の耐寒

性を主体に調査した。第Ⅲ章ではタバココナジラミに対する「増殖防

止対策」として，第 1 節で薬剤検定法の開発を行い，その開発した検

定法により Q の感受性を調査した。第 2 節では TYLCV を保毒した Q に

対する散布薬剤の感染抑制効果，第 3 節では CCYV を保毒した Q に対す

る粒剤の被害抑制効果と処理時期について検討した。 

第Ⅱ章の第 1 節では，熊本県内の施設および露地栽培の作物からタ

バココナジラミ成虫を約 1,200 頭採集してバイオタイプを調査した。

その結果，熊本県内の栽培作物に発生しているタバココナジラミは，

発生時期，地域および寄主作物に関係なく，Q が優占していると考え

られる。Q が侵入して以降，熊本県以外の福岡県，佐賀県，大分県お

よび宮崎県の九州 4 県でもバイオタイプの分布調査が実施され，Q が

優占していると報告されている（松浦，2006；鍬田ら，2008；浦・嶽

本，2008；岡崎ら，2010）。これらのことから，2004 年以降，九州地

域で栽培作物に発生しているタバココナジラミは，Q が優占している

と考えられる。 

翌年の農作物におけるタバココナジラミの被害リスクを評価するた

めには，冬季の成虫，幼虫および卵の生存率を知る必要があり（ Lin et 

al.，2007），Q の防除を考える上で野外越冬の可否を知ることは重要

である。そのため第Ⅱ章の第 2 節では，九州地域で優占している Q の
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耐寒性を調査した。熊本県における Q の野外越冬は，卵および幼虫の

生存率が 0.7％と低いものの可能であった（樋口ら，2017）。このこと

は，国内における Q の野外越冬を初めて確認した事例となる。ただし，

Q は冬春トマト栽培などで冬季に継続的な発生が認められており，主

に栽培施設内で越冬していると考えられる。そのため，栽培施設の内

部から外部への成虫の移動を防ぐことは，本種の生活環を断つ上で重

要であり（杖田ら，2007），収穫終了後，ハウス内の Q を死滅させるた

めの太陽熱を利用したハウス密閉処理は，本種に対しても有効な防除

手段と考えられる。本研究は熊本県内で行っており，今後，他地域で

も Q の野外越冬の状況が明らかになることが期待される。  

第Ⅲ章の第 1 節では，ウイルスを媒介する Q に対する「増殖防止対

策」の一環として，新たな薬剤感受性検定法を開発した。その検定法

を用いて，2004 年から 2014 年の期間において，熊本県内で自然発生

している Q 個体群の各種薬剤に対する感受性を調査した。国内で Q が

初確認された 2004 年頃，Q に対して感受性が高かった薬剤は，ピリダ

ベン水和剤，ジノテフラン水溶剤およびニテンピラム水溶剤であった。

同時期に他県でも感受性検定が実施されているが，同様に 3 剤の感受

性が高い傾向であった。一方，2012～2014 年に熊本県内で採集した Q

個体群は，ピリダベン水和剤，ジノテフラン水溶剤およびニテンピラ

ム水溶剤に対する感受性が低下していると考えられた。これはトマト

黄化葉巻病やウリ類退緑黄化病の発生が問題となり，病原ウイルスを

媒介する Q に対して 3 剤を用いた防除が主体的に行われたことが推測

される。 

 第Ⅲ章の第 2 節および第 3 節では，TYLCY または CCYV を保毒した Q

の野外からハウス内への侵入を想定し，薬剤の効果や処理時期を検討
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した。ジノテフラン水溶剤およびピリフルキナゾン水和剤は，TYLCV

の感染抑制効果を有することが明らかとなり，Q の密度抑制効果を目

的とする場合は 14 日間隔の散布が，TYLCV の感染抑制を目的とする場

合は 7 日間隔の散布が有効と考えられる（樋口ら，2016）。これらの薬

剤はトマト黄化葉巻病の防除薬剤として，ローテーションの基幹剤と

して利用できると考えられる。第 3 節では，ジノテフラン粒剤が CCYV

の感染抑制効果を有することを明らかにした。また，本粒剤の効果は，

定植時の植穴処理に比べて，定植 3 日前頃の育苗期後半処理で高くな

ると考えられる。これは処理後に植物体内の成分濃度が上昇し，薬剤

効果が認められる濃度に到達するまで，一定の時間が必要であるため

と考えられる。第 2 節および第 3 節で用いた Q は 2004 年に採集した感

受性個体群であった。第 1 節で述べたように，ジノテフランについて

は Q の感受性低下が認められており，感受性低下が感染抑制効果に及

ぼす影響については今後の検討課題である。 

 本研究では，「侵入防止対策」，「増殖防止対策」および「移出防止対

策」のなかで「増殖防止対策」を検討したが，薬剤以外の「増殖防止

対策」もある。コナジラミ類やアザミウマ類などの捕食性天敵である

スワルスキーカブリダニ Amblyseius swirskii Athias-Henriot（以下，

スワルスキー）は，農薬登録され施設果菜類を中心に普及しつつある

（山中，2011）。スワルスキーは，施設キュウリに発生するタバココナ

ジラミに対して，高い密度抑制効果が示されている（柴尾ら，2009）。

ただし，スワルスキーはタバココナジラミの卵，若齢幼虫を捕食する

が，成虫を捕食できないため（山中，2009），保毒した成虫によるウイ

ルス媒介を阻止することはできない。しかし，卵などを捕食するため，

ウイルス病の発病株でもタバココナジラミを低密度に抑え，ハウス内
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の保毒虫数を抑制することが期待される。今後，媒介されるウイルス

病に対するスワルスキーの有効性の検証が望まれる。 

タバココナジラミの成虫が黄色に誘引される性質（三宅ら，1991）

を利用した，物理的防除資材を用いた「増殖防止対策」もある。トマ

トハウスの内部または外部に黄色粘着フィルムを設置することで，コ

ナジラミ類に対する密度抑制効果が認められており，その効果は外部

設置に比べて内部設置で高かった（德丸ら，2009；德丸，2010）。今後，

タバココナジラミが引き起こすウイルス病に対する効果について評価

されることが望まれる。他の「増殖防止対策」として，トマト黄化葉

巻病の被害を回避するために，TYLCV 耐病性品種が市販されており（斎

藤，2006），九州地域の生産現場でも栽培されている。TYLCV 耐病性品

種は，感受性品種に比べて TYLCV 感染株率が低くなる事例が報告され

ており（堤，2010），ハウス内の感染源が少なくなり保毒虫を増加させ

ないことが期待される。しかし，現在の TYLCV 耐病性品種は，ウイル

ス濃度が低下し病徴が抑制されるものの，ウイルス感染を完全に阻止

することはできないとされている（本多，2006）。そのため，TYLCV 耐

病性品種はウイルス源になりうるため，使用にあたっては注意が必要

である（本多，2005；斎藤，2006）。CCYV 耐病性品種については現在

のところ市販されていないが，メロンで抵抗性を示す系統が確認され

ている（Okuda et al.，2013）。 

「侵入防止対策」については，ハウス内への保毒虫の侵入を完全に

阻止することが可能であればウイルス病も発生しないため，重要な対

策である。その対策の一つであるハウス開口部への防虫ネットの展張

は，野外からハウス内へのタバココナジラミの侵入を抑制することが

できる。防虫ネットの目合いとタバココナジラミの侵入率の関係は，
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細かい目合いほど侵入率が低い傾向にあり，ハウス内への侵入を完全

に阻止する防虫ネットの目合いは，0.4 mm 未満としている（松浦ら，

2005）。ただし，ハウス開口部に細かい目合いの防虫ネットを展張した

場合，ハウス内の温度が上昇し，作物の生育に悪影響を与えることが

懸念される（上遠野・河名，1996）。そのため，目合い 0.8mm の防虫ネ

ットでの侵入抑制効果の向上をねらい，防虫ネットにマシン油乳剤等

を付着させることも検討されている（溝辺，2010）。 

近紫外線除去フィルムを展張したハウスは，紫外線を透過する一般

的なフィルムを展張したハウスに比べて，野外からのタバココナジラ

ミの侵入を抑制する（嶋田，1994）。近年，九州地域のキュウリ栽培に

おいては，コナジラミ類やアザミウマ類の侵入抑制をねらった近紫外

線除去フィルムの利用がすすんでいる。ただし，トマト，メロン，ス

イカなどの作物で，紫外線除去の影響を受けるマルハナバチやミツバ

チを受粉昆虫として用いる場合，近紫外線除去フィルムの利用は注意

が必要である。小川・内川（2004）は，近紫外線除去フィルムと目合

い 0.6mm の防虫ネットを組み合わせて（以下，物理的防除区），タバコ

コナジラミとトマト黄化葉巻病に対する防除効果を検討しており，紫

外線を透過する一般的なフィルムを被覆し，防虫ネットを展張してい

ない対照区に比べて，物理的防除区におけるタバココナジラミの発生

は少なく，トマト黄化葉巻病の発病株率も 1/3～1/2 に抑制されたこ

とを報告している。 

「移出防止対策」を行い，保毒虫をハウスから野外へ移出させない

ことは，地域の保毒虫密度を抑え，被害低減に効果的であると考えら

れる。栽培終了時にハウスを密閉処理することは，保毒虫をハウス内

から野外へ移出させない対策となる。Q の高温耐性を調査した結果，
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成虫は 45℃では餌の有無に関係なく 3 時間以内に死滅し，B 成虫と同

程度の高温耐性であった（古家，2006；杖田ら，2007；大井田ら，2009）。

また，夏季の晴天日にハウス内を 45℃以上に 3 時間以上維持できれば

1 日のハウス密閉処理でも防除可能であり，より短時間で Q を死滅さ

せるためには栽培作物の茎を切断するとともに，ハウス内を雑草がな

い環境にすることが効果的である（大井田ら，2009）。ハウス密閉処理

によりハウス内のタバココナジラミが死滅しても，TYLCV 感染株が残

っていると処理後に飛び込んだ媒介虫が保毒虫になる可能性が高く，

媒介虫の死滅とともに感染株を全て枯死させることも重要である（古

家，2006）。 

 九州地域において確認された Q は，関係者が侵入に気がついたとき

には分布域を拡大しており，優占していたと考えられる。Q の発生は，

薬剤抵抗性が発達していたこともあり，生産現場に大きな混乱を招い

た。このような状況を繰り返さないためにも，多くのバイオタイプが

存在するタバココナジラミにおいては，新たなバイオタイプの侵入を

警戒しておく必要がある。新たなバイオタイプが発生した場合，その

被害をより早く抑えるためにも，発生しているバイオタイプの種類を

定期的に調査することが求められる。 

タバココナジラミが媒介する新たなウイルスの侵入にも警戒が必要

である。Q の分布域が拡大しているアメリカやヨーロッパの一部では， 

タバココナジラミが媒介する新たなウイルス病の発生が問題となって

いる。上田（2007）は，それらのなかでも北米や地中海諸国でウリ科

作物に大きな被害を与えている Squash leaf curl virus（Begomovirus

属）や Cucurbit yellow stunting disorder virus（Crinivirus 属）

の我が国への侵入を警戒するように指摘している。トマト黄化葉巻病
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をはじめとする昆虫媒介性ウイルス病の防除では，ウイルスの伝染環

をいかに断ち切るかが重要である。媒介虫であるタバココナジラミに

対する防除対策は，本研究で取り扱った「増殖防止対策」だけでなく，

「侵入防止対策」および「移出防止対策」を相互に矛盾なく組み合わ

せて，総合的な技術で取り組む必要がある。   
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要約 

 九州地域は果菜類の生産量が多く，多数の産地が形成されている。

その果菜類の重要害虫として知られているタバココナジラミは，薬剤

感受性や寄主適合性などの生物的特徴が異なる多くのバイオタイプの

存在が知られている。そのため本害虫の防除では，発生しているバイ

オタイプの特徴を把握することが重要である。これまで我が国で確認

されたバイオタイプは，Q，B，JpL および Nauru の主に 4 種類である。

本研究では，新しく確認され急速に分布域を拡大しているバイオタイ

プ Q を主な対象とし，生態に関する基礎的な知見を得るために，熊本

県での発生状況や耐寒性を調査した。 

タバココナジラミでは，直接的な吸汁害よりも病原ウイルスを媒介

することによる間接的な被害が大きい。タバココナジラミが媒介する

ウイルスは多数存在するが，九州地域で特に問題となっている病原ウ

イルスは，Begomovirus 属である TYLCV と Crinivirus 属である CCYV

の 2 種である。これら昆虫媒介性ウイルス病の防除においては，ウイ

ルス媒介昆虫とウイルス源，栽培植物の間の伝染環をいかに断ち切る

かが重要である。そのために防除対策は，ウイルスを保毒したタバコ

コナジラミに対する「侵入防止対策」，「増殖防止対策」および「移出

防止対策」に分けることができ，本研究では「増殖防止対策」につい

て検討した。 

熊本県内の施設および露地栽培の作物からタバココナジラミ成虫を

採集してバイオタイプを調査した。その結果，熊本県内の栽培作物に

発生しているタバココナジラミは，発生時期，地域および寄主作物に

関係なく，Q が優占していた。また，Q が国内で確認された 2004 年以

降，九州地域で栽培作物に発生しているタバココナジラミについて調
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査され，Q が優占していると考えられている。さらに，優占種である

Q の耐寒性を調査したところ，熊本県で野外越冬がわずかに確認され

た。このことは，国内における Q の野外越冬を初めて確認した事例と

なる。 

「増殖防止対策」の一環として，新たな薬剤感受性検定法を開発し，

その検定法を用いて 2004 年および 2012～2014 年に採集した Q 個体群

の感受性を調査した。その結果，2012～2014 年に採集した Q は，ピリ

ダベン，ジノテフランおよびニテンピラムに対する感受性が低下して

いた。次に，TYLCV または CCYV を保毒した Q に対して，薬剤の感染抑

制効果や処理時期を検討した。その結果，ジノテフランおよびピリフ

ルキナゾンは TYLCV の感染抑制効果を有しており，感染抑制を目的と

する場合は 7 日間隔の散布が有効と考えられる。また，ジノテフラン

粒剤は CCYV の感染抑制効果を有しており，処理時期は定植 3 日前が有

効である。本研究で得られた知見は，タバココナジラミが媒介するウ

イルス病の被害抑制につながり，九州地域における果菜類の安定生産

に寄与することが期待される。 
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Summary 

Large volumes of fruits and vegetables are produced in the 

Kyushu District, and there are many production areas. Bemisia 

tabaci (Hemiptera: Aleyrodidae) is a serious pest of fruits and 

vegetables, and there are many biotypes with different biological 

characteristics, such as insecticide susceptibility and host 

compatibility. To control this pest, identification of the 

characteristics of dominant biotype is important. The presence of the 

following four biotypes has been mainly confirmed in Japan: Q, B, 

JpL and Nauru. The presence of biotype Q has been recently 

confirmed, and the area of its distribution has been rapidly 

expanding. In this study, to accumulate basic data on the ecology of Q, 

surveys on outbreaks and cold hardiness of the pest in Kumamoto 

Prefecture were conducted.  

 Of the damage caused by B. tabaci, indirect damage mediated by 

pathogenic viruses is more serious than direct damage by sucking. B. 

tabaci is a vector for many viruses, and the following two pathogenic 
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viruses are particularly of economic importance in the Kyushu 

District: TYLCV belonging to the genus Begomovirus and CCYV of 

the genus Crinivirus. To control these viruses transmission by insect, 

knowledge on how to disrupt the infection cycle by focusing on the 

insect vector of the virus, source of the virus, and cultivated plants is 

important. Control measures against virus transmission by B. tabaci 

can be divided into ‘restrictions on movement’, ‘growth prevention’, 

and ‘restrictions on shipping’. In this study, ‘growth prevention’ was 

investigated.  

 Adults of B. tabaci were collected from crops cultivated in 

greenhouses and fields in Kumamoto Prefecture, and their biotypes 

were surveyed. Biotype Q was dominant in B. tabaci growing on 

cultivated crops in Kumamoto Prefecture regardless of the time of 

appearance, region, or host plant crops. After the presence of Q was 

confirmed in Japan in 2004, B. tabaci growing on crops cultivated in 

the Kyushu District were surveyed and the dominance of Q was 

suggested. When cold hardiness of the dominant Q was surveyed, 



132 
 

overwintering individuals were observed in a few cases in Kumamoto 

Prefecture. This is the first report that confirmed the overwintering 

outdoors of Q in Japan.  

 As a part of the ‘growth prevention’, I developed a new insecticide 

susceptibility test method, and investigated the susceptibility of Q 

populations collected in 2004 and 2012-2014 using the method. As a 

result, susceptibilities to pyridaben, dinotefuran, and nitenpyram 

were reduced in Q collected in 2012-2014. Then, the inhibitory effects 

on TYLCV or CCYV transmission by Q and timing of insecticide 

application were investigated. Dinotefuran and pyrifluquinazon 

exhibited a TYLCV infection-inhibitory effect, and spraying at 7-day 

intervals may be effective for infection inhibition. Dinotefuran 

granules exhibited a CCYV infection-inhibitory effect, and for the 

application timing, 3 days before permanent planting was effective. 

The findings of this study confirm the inhibition of virus 

transmission by B. tabaci, being expected to contribute to the stable 

production of fruits and vegetables in the Kyushu District.  


